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１．総論

２．高齢者施設等の医療提供機能・

医療機関と高齢者施設等との連携について

３．高齢者施設等における薬剤管理について

４．感染症対策について
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○日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065 年には総人口が9,000 万人を割り込み、高齢化率は38％台の水準になると推計されている。

2019年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は、2019年は総務省「人口推計」、それ以外は総務省「国勢調査」
2019年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」

                   高齢者                                                

     高齢者                                                              

２ １  ２ ２  ２ ２  ２    

日本の人口の推移
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○要介護認定率は、年齢が上がるにつれ上昇し、特に、85歳以上で上昇する。
○2025年度以降、後期高齢者の増加は緩やかとなるが、85歳以上の人口は、2040年に向けて、引き続き増加が見込まれており、医療と介護の複合ニーズを持つ者が一層
多くなることが見込まれる。

2020年９月末認定者数（介護保険事業状況報告）及び2020年10月１日人口（総務省統計局人口推計）から作成
将来推計は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成29年４月推計）出生中位（死亡中位）推計
実績は、総務省統計局「国勢調査」（国籍・年齢不詳人口を按分補正した人口）

年齢階級別の要介護認定率 85歳以上の人口の推移

医療と介護の複合ニーズが一層高まる
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介護保険事業状況報告（３月サービス分から翌年２月サービス分までを集計）
（注１）平成22年度は、東日本大震災の影響により福島県の５町１村（広野町、楢葉町、富岡町、川内村、双葉町、新地町）を除いて集計した値。
（注２）介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設は受給者数、それ以外は件数である。
（注３）平成12年度の数値や、平成18年４月開始の小規模多機能型居宅介護及び地域密着型介護老人福祉施設の平成18年度の数値は11ヶ月分を月平均した。（他は12ヶ月分）
（注４）認知症対応型共同生活介護は平成１４年度以前は痴呆対応型共同生活介護。平成13年度以前データはデータを集計していない。 （注５）同一月に複数サービスを受けた場合等重複がある点に留意が必
要。

介護保険サービス受給者数・件数
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【出典】介護保険事業状況報告
※１（）は各年度の構成比。 ※２各年度とも３月から２月サービス分の平均（ただし、平成12年度については、４月から２月サービス分の平均）。
※３平成18年度の地域密着型サービスについては、４月から２月サービス分の平均。 ※４受給者数は、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス間の重複利用がある。
※５東日本大震災の影響により、平成22年度の数値には、福島県内５町１村の数値は含まれていない。 ※６R3年度は2022年３月サービス分。

介護保険サービス利用者の推移

6



介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護医療院 介護療養型医療施設

基本的性格

要介護高齢者のための
生活施設
※27年度より新規入所者は原則要介護３
以上

要介護高齢者にリハビリ等
を提供し在宅復帰を目指し
在宅療養支援を行う施設

要介護高齢者の長期療
養・生活施設

医療の必要な要介護高齢
者のための長期療養施設

定義

老人福祉法第20条の5に規定する
特別養護老人ホームであって、当
該特別養護老人ホームに入所す
る要介護者に対し、施設サービス
計画に基づいて、入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日常生活
上の世話、機能訓練、健康管理及
び療養上の世話を行うことを目的
とする施設

要介護者であって、主としてその
心身の機能の維持回復を図り、居
宅における生活を営むことができ
るようにするための支援が必要で
ある者に対し、施設サービス計画
に基づいて、看護、医学的管理の
下における介護及び機能訓練そ
の他必要な医療並びに日常生活
上の世話を行うことを目的とする
施設

要介護者であって、主として長期
にわたり療養が必要である者に対
し、施設サービス計画に基づいて、
療養上の管理、看護、医学的管理
の下における介護及び機能訓練
その他必要な医療並びに日常生
活上の世話を行うことを目的とす
る施設

療養病床等を有する病院又は診
療所であって、当該療養病床等に
入院する要介護者に対し、施設
サービス計画に基づいて、療養上
の管理、看護、医学的管理の下に
おける介護その他の世話及び機
能訓練その他必要な医療を行うこ
とを目的とする施設

主な設置主体※１ 社会福祉法人 （約95％） 医療法人 （約76％） 医療法人（約89％） 医療法人 （約80％）

施設数※２ 10,896 件 4,221 件 734 件 277 件

利用者数※２ 638,600 人 351,900 人 42,900 人 7,400 人

居室

面積

・定員数

従来

型

面積／人 10.65㎡以上 ８㎡以上 ８㎡以上 6.4㎡以上

定員数 原則個室 ４人以下 ４人以下 ４人以下

ユニッ
ト型

面積／人 10.65㎡以上

定員数 原則個室

「多床室」の割合※３ 19.7％ 53.3％ 71.9％ 78.9％

平均在所（院）日数※４ 1,177日 310日 189日 472日

低所得者の割合※４ 68.6％ 52.5％ 50.1％ 50.0％

医師の配置基準 必要数（非常勤可） １以上 / 100:1以上
Ⅰ型： ３以上 /  48:1以上

Ⅱ型：１以上 /100:1以上
３以上 / 48:1以上

医療法上の位置づけ 居宅等 医療提供施設 医療提供施設 病床
※１ 介護サービス施設・事業所調査 令和３  より ※２ 介護給付費等実態統計 令和4 10月審査分 より ※３ 介護サービス施設・事業所調査 令和３  より 数値はすべての居室のうち２   の居室の占める   
※４は介護サービス施設・事業所調査 令和元  より ※２及び※３の介護老 福祉施設の数値については地域密着型含む。 7
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手術・放射線治療
急性増悪時の医療

等

特殊な検査
（例：超音波検査等）

簡単な画像検査
（例:エックス線診断等）

投薬・注射
検査（例：血液・尿等）

処置（例：創傷処置等）

医学的指導管理

介護療養型医療施設
介護医療院

（Ⅰ型・Ⅱ型）
介護老人保健施設 特別養護老人ホーム

医療保険で給付

特
定
診
療
費

介護保険で給付

緊
急
時
施
設
療
養
費

※ 上図はイメージ（例えば、簡単な手術については、介護老人保健施設のサービス費に包括されている。）

特
別
診
療
費

緊
急
時
施
設
診
療
費

8

介護保険と医療保険の給付調整のイメージ

○ 医療サービスは、施設により介護保険又は医療保険から給付される範囲が異なる。
※ 介護療養型医療施設、介護医療院は、指導管理、リハビリテーション等のうち日常的に必要な医療行為について、特定診療費・

特別診療費を算定できる。
※ 介護医療院、介護老人保健施設は、入所者の病状が著しく変化した場合に、緊急等やむを得ない事情により施設で行われた療養

について、緊急時施設診療費、緊急時施設療養費を算定できる。



（定義）（介護保険法第8条第29項）
介護医療院とは、要介護者であって、主として長期にわたり療養が必要である者に対し、

施設サービス計画に基づいて、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機
能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。

(基本方針)
第二条 介護医療院は、長期にわたり療養が必要である者に対し、施設サービス計画に基づいて、
療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生
活上の世話を行うことにより、その者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで
きるようにするものでなければならない。

（介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30年厚生省令第５号））

○医療の必要な要介護高齢者の長期療養・生活施設

（参考１）介護老人福祉施設の定義
老人福祉法第二十条の五 に規定する特別養護老人ホーム（入所定員が三十人以上であるものに限る。以下この項におい

て同じ。）であって、当該特別養護老人ホームに入所する要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、入浴、排せつ、
食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行うことを目的とする施設

（参考２）介護老人保健施設の定義
要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための

支援が必要である者（その治療の必要の程度につき厚生労働省令で定めるものに限る。以下この項において単に「要介護
者」という。）に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療
並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設として、第九十四条第一項の都道府県知事の許可を受けたもの
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〔 定 義 〕 地域包括ケア強化法による改正前 （介護保険法第8条第28項）

介護老人保健施設とは、要介護者に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学
的管理の下における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を
行うことを目的とする施設。

〔 定 義 〕 地域包括ケア強化法による改正後 （介護保険法第8条第28項）
＜平成29年6月2日公布、平成30年4月1日施行＞

介護老人保健施設とは、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回復を図
り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要である者に対し、
施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下における介護及び機能訓練その
他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目的とする施設。

(基本方針)

第一条の二 介護老人保健施設は、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理の下
における介護及び機能訓練その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことにより、
入所者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるようにすることととも
に、その者の居宅における生活への復帰を目指すものでなければならない。

（介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準(平成十一年三月三十一日)(厚生省令第四十号)）

○在宅復帰、在宅療養支援のための地域拠点となる施設
○リハビリテーションを提供する機能維持・改善の役割を担う施設
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介護老 保健施設の役 の明確化



○特別養護老人ホームは、要介護高齢者のための生活施設であり、入所者に対して、入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活の
世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を提供する。

○1963年（昭和38年）の老人福祉法制定時に創設され、その後、2000年（平成12年）に介護保険法が制定された際、「介護老人
福祉施設」として介護保険制度に組み込まれた。

○定員29名以下のものは、「地域密着型特別養護老人ホーム（地域密着型介護老人福祉施設）」と呼ばれる。
○令和３年10月審査分で、施設数は10,791施設、サービス受給者数は63.9万人である（令和３年介護給付費等実態統計）。

≪指定権者≫
・定員３０名以上の特養の場合
都道府県・政令指定都市・中核市

・定員２９名以下の特養の場合
市町村

≪設置者≫
【自治体関係】

○都道府県
○市町村
○地方独立行政法人

【自治体関係以外】

○社会福祉法人
○日本赤十字社
○厚生連

①認可申請
☆認可・指定の流れと施設基準

≪認可権者≫
都道府県・政令指定都市・中核市

④介護保険法上の「介護老人福祉施設」として指定

③指定申請（介護保険サービスの提供を行いたい場合）

②老人福祉法上の「特別養護老人ホーム」として認可

≪人員配置基準≫
・医師： 必要数（従うべき基準）
・介護・看護職員： ３：１（従うべき基準）
・機能訓練指導員：１人以上（従うべき基準）
・介護支援専門員：1人以上（従うべき基準）

等

≪設備基準≫
・居室定員： 原則１人（参酌すべき基準）
・居室面積： １人当たり１０．６５㎡（従うべき基準）
・廊下の幅：原則１．８ｍ以上、中廊下の幅は原則２．７ｍ以上（参酌すべき基準）
・要介護者が入浴しやすい浴室の設置（参酌すべき基準）
・消火設備その他の非常災害時に必要な設備の設置（参酌すべき基準） 等

※上記のような運営基準（基準省令）は条例に委任されており、各自治体はその内容を踏まえ、基準条例を定めている。
※基準省令は、条例制定に当たり、「従うべき基準」（必ず適合しなければならない基準）、「参酌すべき基準」（十分参照しなければならない基準）と、拘束力に差異がある。

【根拠法：介護保険法第８条第22項、第27項、老人福祉法第２０条の５】
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○ 管 理 者― １人［兼務可］ ○ 生 活 相 談 員― 要介護者等：生活相談員＝100：1

○ 看護・介護職員― ①要支援者：看護・介護職員＝10：1 ②要介護者：看護・介護職員＝3：1
※ ただし看護職員は要介護者等が30人までは1人、30人を超える場合は、50人ごとに1人
※ 夜間帯の職員は１人以上

○ 機能訓練指導員― １人以上［兼務可］ ○ 計画作成担当者― 介護支援専門員１人以上［兼務可］
※ただし、要介護者等：計画作成担当者100:1を標準

１．制度の概要

○ 特定施設入居者生活介護とは、特定施設に入居している要介護者を対象として行われる、日常生活上の世話、機能
訓練、療養上の世話のことであり、介護保険の対象となる。

○ 特定施設の対象となる施設は以下のとおり。
① 有料老人ホーム ② 軽費老人ホーム（ケアハウス） ③ 養護老人ホーム
※ 「サービス付き高齢者向け住宅」については、「有料老人ホーム」に該当するものは特定施設となる。

○ 特定施設入居者生活介護の指定を受ける特定施設を「介護付きホーム」という。

２．人員基準

① 介護居室：・原則個室 ・プライバシーの保護に配慮、介護を行える適

当な広さ ・地階に設けない 等

② 一時介護室：介護を行うために適当な広さ

③ 浴室：身体の不自由な者が入浴するのに適したもの

④ 便所：居室のある階ごとに設置し、非常用設備を備える

⑤ 食堂、機能訓練室：機能を十分に発揮し得る適当な広さ

⑥ 施設全体：利用者が車椅子で円滑に移動することが可能な空間と構造

３．設備基準 請求事業所・受給者の推移 （千人）

※「事業所数」は短期利用を除く。地域密着型を含む。出典：介護給付費等実態調査（各年度3月分（4月審査分））
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特定施設入居者生活介護の概要
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認知症（急性を除く）の高齢者に対して、共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴・排せつ・食事等の介護

などの日常生活上の世話と機能訓練を行い、能力に応じ自立した日常生活を営めるようにする。

共同生活住居（ユニット）のイメージ

居室
居室

居室
居室

居室

居室
居室居室 居室

浴室

WC

○住宅地等に立地

○利用者一人一人の人格を尊重し、家庭的な環境の下で
日常生活ができるよう、以下の職員を配置してサービスを
提供

・介護従業者

日中：利用者３人に１人（常勤換算）

夜間：ユニットごとに１人（※）

・計画作成担当者

事業所ごとに１人

（最低1人は介護支援専門員）

・管理者

３年以上認知症の介護従事経験があり、厚生労働大臣が定め
る研修を修了した者が常勤専従

○１事業所あたり、原則として３の共同生活住居（ユニット）を運営

○１ユニットの定員は、5人以上9人以下

○居室は、７．４３㎡ （和室４．５畳）以上で原則個室

○居間・食堂・台所・浴室等日常生活に必要な設備

（共用空間）

＜地域との関わり＞

○ 利用者・家族・地域住民・外部有識者等から構成される運営推進会

議を設置するとともに、外部の視点からも運営を評価する仕組みとなって

いる。

（※）３ユニットの場合であって、各
ユニットが同一階に隣接してお
り、職員が円滑に利用者の状
況把握を行い、速やかな対応
が可能な構造で、安全対策（マ
ニュアルの策定、訓練の実施）
をとっていることを要件に、例外
的に夜勤２人以上の配置に緩
和できることとし、事業所が夜
勤職員体制を選択することを可
能とする。

認知症対応型共同生活介護の概要
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障害者支援施設（日中活動の場と居住支援の場を一体的に指定）

○ 施設に入所する障害者につき、主として夜間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、生活等に関する相談及び
助言その他の必要な日常生活上の支援（施設入所支援）を行うとともに、施設入所支援以外の施設障害福祉サービス
（生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続支援Ｂ型等）を実施する施設。

概要

① 生活介護利用者のうち、区分４以上の者（５０歳以上の場合は、区分３以上）
② 自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の利用者のうち、入所させながら訓練等を実施することが必要かつ

効果的であると認められる者又は通所によって訓棟を受けることが困難な者
③ 特定旧法指定施設に入所していた者であって継続して入所している者又は、地域における障害福祉サービスの提供

体制の状況その他やむを得ない事情により通所によって介護等を受けることが困難な者のうち、①又は②に該当しな
い者若しくは就労継続支援Ａ型を利用する者

対象者

※ 障害者支援施設が実施する日中活動サービスを居宅から通所して利用すること、施設入所支援の利用者が障害者支援施設以外が実施する日中活動サービス
を利用することも可能。

日中活動の場（昼間）

【介護給付】
・ 生活介護

【訓練等給付】
・ 自立訓練（機能訓練・生活訓練）
・ 就労移行支援
・ 就労継続支援Ｂ型
・ 就労継続支援Ａ型（経過措置）

居住支援の場（夜間）

【介護給付】
・ 施設入所支援

→ 入浴、排せつ等の介護や日常生活
上の相談支援等を実施

※居宅で生活する障害者が、その介護を行う者の疾病そ
の他の理由により、障害者支援施設での短期間の入所
を必要とする場合、短期入所としても利用可能（別途、
短期入所事業所の指定が必要）

居宅 日中活動サービス

通所

通所

14

障害者支援施設

http://2.bp.blogspot.com/-mcBTpFJvFNo/WeAFbqrzyHI/AAAAAAABHjQ/5cGZy_hvgtwumLbyggYibhxmj7lunDhwACLcBGAs/s800/building_mansion2.png


（退所者数：8,018人）
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平均在所日数：1177.2日(1284.5日)
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介護保険施設における入所者・退所者の状況 令和元  

出典：令和元年介護サービス施設・事業所調査結果



家庭

介護老人福祉施設

その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

その他

100.0%

31.8%
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0.3%
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28.9%
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家庭

介護老人福祉施設

その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

死亡

その他

平均在所日数：1474.9日
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介護老人保健施設
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23.8%
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2.5%

6.6%

48.9％

6.0%
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家庭

介護老人福祉施設

その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

死亡

その他

平均在所日数 329.2日

家庭

介護老人福祉施設
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介護老人保健施設
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その他
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0.5%

3.7%
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6.5%

1.4%

9.9%

34.7%
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その他の社会福祉施設

介護老人保健施設

医療機関

死亡

その他

平均在院日数 412.0日

注：「その他」には不詳を含む。
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介護保険施設における入所者・退所者の状況 平成２２  

出典：平成２２年介護サービス施設・事業所調査結果



介護保険施設における入所者・退所者の状況

【入所前の居場所、退所後の居場所（介護老人保健施設票問17、介護医療院票問17）】
○ 老健では、入所前の居場所として「本人の家（賃貸、家族の家を含む）」が35.4％、「一般病床」が34.7％、「回復

期リハビリテーション病棟」が6.9％、地域包括ケア病棟（病床）が3.3％、退所後の居場所として「一般病床」が
31.3％、「本人の家（賃貸、家族の家を含む）」が28.6％であった。

○ 介護医療院では、入所前の居場所として「一般病床」が34.6％、 「地域包括ケア病棟（病床）」が23.0％、退所後
の居場所として「死亡」が54.8％、「一般病床」が17.8％であった。

注） 令和４年６月～８月までの新規入所者及び退所者数を集計

入所者数（n=7948） 単位（%） 単位（%） 退所者数（n=7703）

本人の家（賃貸、家族の家を含む） 35.4 28.6 本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床 34.7 31.3 【病院】一般病床

【病院】回復期リハビリテーション病棟 6.9 0.4 【病院】回復期リハビリテーション病棟

【病院】地域包括ケア病棟（病床） 3.3 0.5 【病院】地域包括ケア病棟（病床）

【病院】障害者施設等病棟 0.1 0.0 【病院】障害者施設等病棟

【病院】療養病床 1.5 1.7 【病院】療養病床

【病院】精神病床 1.2 0.8 【病院】精神病床

【病院】その他・不明 2.1 1.1 【病院】その他・不明

有床診療所（介護療養型医療施設を除く） 0.9 0.4 有床診療所（介護療養型医療施設を除く）

介護療養型医療施設 0.1 0.2 介護療養型医療施設

介護医療院 0.3 0.3 介護医療院

自施設の短期入所療養介護 4.7 0.1 自施設の短期入所療養介護

他の介護老人保健施設 1.5 1.8 他の介護老人保健施設

特別養護老人ホーム 0.6 9.6 特別養護老人ホーム

居住系サービス等 3.9 9.0 居住系サービス等

その他 2.8 2.0 その他

12.2 死亡

老

健

入所者数（n=2365） 単位（%） 単位（%） 退所者数（n=2429）

本人の家（賃貸、家族の家を含む） 6.0 3.3 本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床 34.6 17.8 【病院】一般病床

【病院】回復期リハビリテーション病棟 5.2 0.1 【病院】回復期リハビリテーション病棟

【病院】地域包括ケア病棟（病床） 23.0 2.8 【病院】地域包括ケア病棟（病床）

【病院】障害者施設等病棟 3.6 1.6 【病院】障害者施設等病棟

【病院】療養病床 15.0 5.7 【病院】療養病床

【病院】精神病床 1.0 0.3 【病院】精神病床

【病院】その他・不明 1.2 1.1 【病院】その他・不明

有床診療所（介護療養型医療施設を除く） 0.9 0.4 有床診療所（介護療養型医療施設を除く）

介護療養型医療施設 2.5 0.7 介護療養型医療施設

他の介護医療院 0.1 0.2 他の介護医療院

自施設の短期入所療養介護 0.0 0.0 自施設の短期入所療養介護

介護老人保健施設 2.6 4.4 介護老人保健施設

特別養護老人ホーム 0.9 4.0 特別養護老人ホーム

居住系サービス等 2.2 2.0 居住系サービス等

その他 1.1 0.8 その他

54.8 死亡
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図表13 入所前の居場所、退所後の居場所（老健、介護医療院）

令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究にかかる調査（令和４年度調査）
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【入所前の居場所、退所後の居場所（介護老人福祉施設票問14、介護療養型医療施設票問17）】
○ 特養では、入所前の居場所として、「本人の家（賃貸、家族の家を含む）」が35.0％、「介護老人保健施設」が

17.8％、 「一般病床」 が13.7％、退所後の居場所として「死亡」が72.7％ 、「一般病床」が12.2％であった。
○ 介護療養型医療施設では、入所前の居場所として、 「一般病床」 が51.7％、 「本人の家（賃貸、家族の家を含

む）」が8.7％、退所後の居場所として「死亡」が49.0％、「一般病床」が15.6％であった。

入所者数（n=414） 単位（%） 単位（%） 退所者数（n=486）

本人の家（賃貸、家族の家を含む） 8.7 8.6 本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床 51.7 15.6 【病院】一般病床

【病院】回復期リハビリテーション病棟 1.7 0.0 【病院】回復期リハビリテーション病棟

【病院】地域包括ケア病棟（病床） 8.5 0.2 【病院】地域包括ケア病棟（病床）

【病院】障害者施設等病棟 0.2 0.0 【病院】障害者施設等病棟

【病院】療養病床 8.5 9.1 【病院】療養病床

【病院】精神病床 1.7 0.0 【病院】精神病床

【病院】その他・不明 1.2 0.0 【病院】その他・不明

有床診療所（介護療養型医療施設を除く） 2.2 0.6 有床診療所（介護療養型医療施設を除く）

他の介護療養型医療施設 6.0 3.9 他の介護療養型医療施設

介護医療院 0.0 0.4 介護医療院

自施設の短期入所療養介護 0.0 0.0 自施設の短期入所療養介護

介護老人保健施設 1.7 3.7 介護老人保健施設

特別養護老人ホーム 1.4 4.3 特別養護老人ホーム

居住系サービス等 4.1 1.9 居住系サービス等

その他 2.4 2.7 その他

49.0 死亡

介

護

療

養

型

医

療

施

設

入
所

退
所

入所者数（n=2365） 単位（%） 単位（%） 退所者数（n=2429）

本人の家（賃貸、家族の家を含む） 35.0 1.9 本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床 13.7 12.2 【病院】一般病床

【病院】回復期リハビリテーション病棟 2.7 0.4 【病院】回復期リハビリテーション病棟

【病院】地域包括ケア病棟（病床） 1.4 0.3 【病院】地域包括ケア病棟（病床）

【病院】障害者施設等病棟 0.0 0.1 【病院】障害者施設等病棟

【病院】療養病床 2.4 5.3 【病院】療養病床

【病院】精神病床 2.6 0.7 【病院】精神病床

【病院】その他・不明 0.9 0.3 【病院】その他・不明

有床診療所（介護療養型医療施設を除く） 0.0 0.0 有床診療所（介護療養型医療施設を除く）

介護療養型医療施設 0.6 1.8 介護療養型医療施設

介護医療院 0.6 0.3 介護医療院

短期入所療養介護 2.8 0.3 短期入所療養介護

介護老人保健施設 17.8 0.5 介護老人保健施設

他の特別養護老人ホーム 1.2 0.9 他の特別養護老人ホーム

居住系サービス等 12.1 0.9 居住系サービス等

その他 6.1 1.3 その他

72.7 死亡

特

養

入
所

退
所

33.5

17.8

13.7

35.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床

介護老人保健施設

その他

9.8

72.7

5.3

12.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

【病院】一般病床

【病院】療養病床

死亡

その他

22.7

8.5

8.5

51.7

8.7

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

本人の家（賃貸、家族の家を含む）

【病院】一般病床

【病院】地域包括ケア病棟（病床）

【病院】療養病床

その他

26.3

49.0

9.1

15.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0

【病院】一般病床

【病院】療養病床

死亡

その他

33.48837

209

17.84355
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13.6997

8858

34.96828
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0
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50

60

70

80

90

100

本人の家（賃貸、

家族の家を含む）

【病院】一般病床

介護老人保健施設

その他

9.75710168

8

72.745986

5.26965829

6

12.2272540

1
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【病院】一般病床

【病院】療養病床

死亡

その他

22.70531401

8.45410628

8.45410628

51.69082126

8.695652174
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本人の家（賃貸、

家族の家を含む）

【病院】一般病床

【病院】地域包括ケ

ア病棟（病床）

【病院】療養病床

その他

26.33744

856

48.97119

342

9.053497

942

15.63786

008
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100

【病院】一般病床

【病院】療養病床

死亡

その他

注） 令和４年６月～８月までの新規入所者及び退所者数を集計図表14 入所前の居場所、退所後の居場所（特養、介護療養型医療施設）

介護保険施設における入所者・退所者の状況

令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究にかかる調査（令和４年度調査）
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老健 (n=10476)

特養 (n=11952)

介護医療院 (n=6360)

医療療養病床 (n=15652)

75.4

67.0

80.2

15.0

15.4

20.8

13.8

51.5

9.2

12.2

6.0

33.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0
(%)

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

75.4

67.0

80.2

15.0

15.4

20.8

13.8

51.5

9.2

12.2

6.0

33.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

老健 (n=5048)

特養 (n=3726)

介護療養病床 (n=3352)

医療療養病床 (n=1882)

81.4

77.7

70.7

25.7

14.8

17.7

22.6

43.6

3.8

4.6

6.7

30.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

医療区分１ 医療区分２ 医療区分３

81.4

77.7

70.7

25.7

14.8

17.7

22.6

43.6

3.8

4.6

6.7

30.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

n=19,747 単位：%

医 療 区 分 及 び

ADL区分
医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 不明、未実施 合計

ADL区分１ 17.6 1.6 0.8 3.2 23.2

ADL区分２ 14.5 2.8 0.6 4.2 22.1

ADL区分３ 7.6 2.1 1.0 2.7 13.4

不明、未実施 2.9 0.8 0.8 36.8 41.3

合計 42.5 7.3 3.2 46.9 100.0

n=11,134 単位：%

医 療 区 分 及 び

ADL区分
医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 不明、未実施 合計

ADL区分１ 5.0 1.5 0.7 2.9 10.1

ADL区分２ 10.8 2.4 0.7 2.5 16.5

ADL区分３ 17.8 5.8 3.2 3.4 30.2

不明、未実施 4.6 2.1 2.4 34.1 43.2

合計 38.3 11.9 7.0 42.9 100.0

n=21,165 単位：%

医 療 区 分 及 び

ADL区分
医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 不明、未実施 合計

ADL区分１ 8.7 1.9 1.1 1.7 13.4

ADL区分２ 17.5 3.0 1.7 2.7 24.9

ADL区分３ 11.4 2.7 1.4 1.8 17.4

不明、未実施 5.0 1.0 0.9 37.3 44.3

合計 42.6 8.7 5.2 43.5 100.0

入所者の医療区分・ADL区分

図表８ 医療区分及びADL区分（老健） 図表９ 医療区分及びADL区分（介護医療院）

図表12 医療区分

【医療区分及びADL区分（介護老人保健施設票問16、介護医療院票問16、介護老人福祉施設票問12、医療療養
病床票問11）】
○老健では「医療区分1」が42.5％、「ADL区分1」が23.2％であった。
○介護医療院では「医療区分1」が38.3％、「ADL区分3」が30.2％であった。
○特養では「医療区分1」が42.6％、「ADL区分2」が24.9％であった。
○医療区分について平成26年度調査と比べると、医療療養病床、老健、特養では区分１の割合が低下し、区分２

及び３の割合が増加していた。

出典：平成24年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成26年度調査）「介護サービ
ス事業所における医療職の勤務実態および医療・看護の提供実態に関する横断的な調査研究事業報告書」

図表10 医療区分及びADL区分（特養）

n=16,428 単位：%

医 療 区 分 及 び

ADL区分
医療区分１ 医療区分２ 医療区分３ 不明、未実施 合計

ADL区分１ 3.9 6.5 2.5 0.5 13.5

ADL区分２ 4.1 12.4 5.2 0.2 21.8

ADL区分３ 5.0 24.5 23.5 0.4 53.4

不明、未実施 1.3 5.7 0.7 3.7 11.3

合計 14.3 49.1 31.9 4.7 100.0

図表11 医療区分及びADL区分（医療療養病床）

注） エラー・無回
答サンプルを除いた

形でグラフを作成

図表13 参考：平成26年度調査結果

令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究にかかる調査（令和４年度調査） 19



図表29 加療のため（診断名がわかる場合）（複数回答可）

【退所・退院先が病院・診療所の場合の退所・退院理由（退所者・退院患者票問８）】
○ 退所・退院理由については、「加療のため（診断名がわかる）」が老健では78.0％、介護医療院では75.0％、特

養では69.7％、「加療のため（診断名がわからない）」は老健では15.6％、介護医療院では5.0％、特養では
14.7％であった。

○ 退所・退院理由が「加療のため（診断名がわかる場合）」と回答した場合、その診断名は、「肺炎」が老健では
26.4％、介護医療院では17.8％、特養では31.6％であった。

医療機関への退所・退院理由

単位（％）

老健 (n=110) 介護医療院 (n=45) 特養 (n=76)
介護療養型医療施設

(n=18)

医療療養病床

(n=27)

肺炎 26.4 17.8 31.6 50.0 18.5

尿路感染症 4.5 6.7 5.3 22.2 7.4

骨折 10.9 8.9 1.3 0.0 7.4

脳血管疾患 6.4 11.1 5.3 0.0 7.4

心疾患 13.6 13.3 13.2 11.1 11.1

認知症による精神症状の増悪 2.7 2.2 5.3 0.0 7.4

脱水症 5.5 4.4 6.6 11.1 3.7

新型コロナ 9.1 2.2 6.6 5.6 14.8

その他 36.4 42.2 40.8 22.2 33.3

単位（％）

老健 (n=110) 介護医療院 (n=45) 特養 (n=76)
介護療養型医療施設

(n=18)

医療療養病床

(n=27)

肺炎 26.4 17.8 31.6 50.0 18.5

尿路感染症 4.5 6.7 5.3 22.2 7.4

骨折 10.9 8.9 1.3 0.0 7.4

脳血管疾患 6.4 11.1 5.3 0.0 7.4

心疾患 13.6 13.3 13.2 11.1 11.1

認知症による精神症状の増悪 2.7 2.2 5.3 0.0 7.4

脱水症 5.5 4.4 6.6 11.1 3.7

新型コロナ 9.1 2.2 6.6 5.6 14.8

その他 36.4 42.2 40.8 22.2 33.3

単位（％）

老健 (n=22) 介護医療院 (n=3) 特養 (n=16)
介護療養型医療施設

(n=5)

医療療養病床

(n=5)

発熱 50.0 100.0 31.3 20.0 40.0

呼吸困難 27.3 0.0 12.5 40.0 20.0

胸痛 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

腹痛 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0

意識障害 22.7 0.0 25.0 40.0 20.0

血圧低下 9.1 0.0 6.3 40.0 0.0

その他 36.4 0.0 62.5 60.0 40.0

単位（％）

老健 (n=22) 介護医療院 (n=3) 特養 (n=16)
介護療養型医療施設

(n=5)

医療療養病床

(n=5)

発熱 50.0 100.0 31.3 20.0 40.0

呼吸困難 27.3 0.0 12.5 40.0 20.0

胸痛 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

腹痛 4.5 0.0 0.0 0.0 0.0

意識障害 22.7 0.0 25.0 40.0 20.0

血圧低下 9.1 0.0 6.3 40.0 0.0

その他 36.4 0.0 62.5 60.0 40.0

医療療養病床 (n=36)

老健 (n=141)

介護医療院 (n=60)

特養 (n=109)

78.0

75.0

69.7

75.0

15.6

5.0

14.7

13.9

5.7

18.3

15.6

8.3

0.7

1.7

0.0

2.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

(%)

処置・手術のため

注） 本設問は回答対象（老健n=216、介護医療院n=81、特養n=152）であるが、無回
答サンプルを除いた形でグラフを作成

図表28 退所・退院先が病院・診療所の場合、退所・退院理由（複数回答可）

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

加療のため（診断名がわかる）
加療のため（診断名がわからない）
処置・手術のため
検査のため

図表30 加療のため（診断名がわからない場合）（複数回答可）
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平成18 度改定 看取り介護加算の創設 資料抜粋 

出典：https://www.mhlw.go.jp/shingi/2008/10/dl/s1003-11h_0002.pdf



配置医師や協力医療機関による
緊急時の24時間対応の体制を有する施設

配置医師や協力医療機関による
緊急時の24時間対応の体制がない施設

協力医療機関の医師等
による24時間対応
（往診含む）

施設看護師や訪看STによる
24時間対応できる体制
(看護体制加算(Ⅱ)を算定)

看取り介護加算(Ⅱ)
死亡日30日前～４日前 144単位／日
死亡日前々日、前日 780単位／日
死亡日 1580単位／日

特別養護老人ホーム

看取り介護加算(Ⅰ)
死亡日30日前～４日前 144単位／日
死亡日前々日、前日 680単位／日
死亡日 1280単位／日

【末期の悪性腫瘍の患者等】
・看取り介護加算(Ⅰ)を算定し
ている場合であっても
在宅患者訪問診療料、在宅
ターミナルケア加算、
看取り加算が算定可

【末期の悪性腫瘍の患者等】
・看取り介護加算(Ⅱ)を算定し
ている場合であっても、
在宅患者訪問診療料、在宅
ターミナルケア加算が算定可

配置医師緊急時対応加算
早朝・夜間の場合 650単位／回
深夜の場合 1300単位／回

診療報酬で対応

介護報酬で対応

【末期の悪性腫瘍の患者】
○ 看取り介護加算を算定して
いない
・訪問看護ターミナルケア療
養費１ 25,000円

○ 看取り介護加算を算定して
いる
(新)訪問看護ターミナルケア療
養費２ 10,000円

【末期の悪性腫瘍の患者】
○ 看取り介護加算を算定していない
・訪問看護ターミナルケア療養費１

25,000円

○ 看取り介護加算を算定している
(新)訪問看護ターミナルケア療養費２

10,000円

協力医療機関

往診料 720点

訪看ST

連
携

往診料 720点

看取り
実施

看取り
実施

看取り
実施看取り

実施

特別養護老人ホーム

訪看ST

特別養護老人ホームにおける医療サービスに係る見直し（改定後）
平成30年度診療報酬改定 Ⅰ－５．医療と介護の連携の推進④
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○ 中重度者や看取りへの対応の充実を図る観点から、看取り介護加算について、以下の見直しを行う。
・要件において、「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスにおけるガイドライン」等の
内容に沿った取組を行うことを求める。

・看取りに関する協議等の参加者として、生活相談員を明記する。（※特養、老健（支援相談員）、介護付きホーム）

・現行の死亡日以前30日前からの算定に加えて、死亡日以前45日前から
の対応について新たに評価する区分を設ける。

死亡日以前31日～45日以下（新設） 特養：72単位/日 老健：80単位/日
特定：72単位/日 GH  ：72単位/日

○ 介護付きホームについて、看取り期に夜勤又は宿直により看護職員を配置している場合に評価する新たな区分を設ける。

【特定】 看取り介護加算(Ⅱ)(新設) 死亡日以前31日～45日以下：572単位/日 同4～30日以下：644単位/日

同2日又は3日：1180単位/日 死亡日：1780単位/日

２．（２）看取りへの対応の充実（その２）

■ 看取り期の利用者に訪問介護を提供する場合に、２時間ルール（２時間未満の間隔のサービス提供は所要時間を合算
すること）を弾力化し、所要時間を合算せずにそれぞれの所定単位数の算定を可能とする。

訪問介護における看取りへの対応の充実

■ 特養、老健施設や介護付きホーム、認知症グループホームの看取りに係る加算について、現行の死亡日以前30日前か
らの算定に加えて、それ以前の一定期間の対応について、新たに評価する。介護付きホームについて、看取り期に夜勤
又は宿直により看護職員を配置している場合に新たに評価する。

施設系サービス、居住系サービスにおける看取りへの対応の充実

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護付きホーム、認知症グループホーム

死亡
日

死亡日
以前4日

死亡日
以前30日

1,280単位/日

680単位/日

144単位/日

死亡日
以前45日

72単位/日
（新設）

訪問介護

＜現行の取扱い＞
それぞれの所要時間を合算して報酬を算定
例：それぞれ身体介護を25分提供

→合算して50分提供したものとして報酬を
算定するため、30分以上1時間未満の396
単位を算定

● ●

２時間未満

（訪問介護事業所による）

訪問介護提供
（訪問介護事業所による）

訪問介護提供

＜改定後＞ 【通知改正】

所要時間を合算せずにそれぞれの所定単位数を算定
例：それぞれ身体介護を25分提供

→合算せずにそれぞれ25分提供したものとして報酬
を算定するため、250単位×２回＝500単位を算定

※１ 通院等のための乗車又は降車の介助が中心である場合を除く。
※２ 頻回の訪問として、提供する20分未満の身体介護中心型の単位を算定する際の例外あり。

【特養・看取り介護加算（Ⅰ）の場合】

令和3年改定
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１．総論

２．高齢者施設等の医療提供機能・

医療機関と高齢者施設等との連携について

３．高齢者施設等における薬剤管理について

４．感染症対策について
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単位（％）

老健 (n=348)
介護医療院

(n=221)
特養 (n=460)

医療療養病床

(n=247)

抗菌薬 61.5 82.4 27.8 85.8

昇圧薬 24.7 57.9 7.2 73.7

皮内、皮下及び筋肉注射（インスリン注射を除く） 62.6 84.6 39.3 92.7

簡易血糖測定 88.2 92.8 62.4 94.3

インスリン注射 86.8 91.9 69.1 95.5

疼痛管理（麻薬なし） 68.1 69.2 42.4 83.8

疼痛管理（麻薬使用） 19.5 46.2 15.7 76.5

内服薬・座薬・貼付薬 73.3 69.7 55.7 85.4

点滴薬 50.6 53.4 25.2 74.9

創傷処置 87.1 92.8 78.5 95.1

褥瘡処置 93.4 93.7 87.0 97.2

浣腸 88.8 90.5 81.5 95.5

摘便 92.8 95.0 86.7 93.9

導尿 81.3 88.2 55.9 93.5

膀胱洗浄 58.0 81.9 38.3 86.6

持続モニター（血圧、心拍、酸素飽和度等） 31.6 83.3 7.6 91.9

リハビリテーション 80.5 89.6 30.0 85.0

透析 8.9 7.7 9.8 25.1

その他 1.4 5.4 0.2 11.3

単位（％）

老健 (n=348)
介護医療院

(n=221)
特養 (n=460)

医療療養病床

(n=247)

胃ろう・腸ろうによる栄養管理 93.4 97.3 90.4 93.5

経鼻経管栄養 41.7 93.7 28.7 94.3

中心静脈栄養 7.8 48.0 2.2 81.4

24時間持続点滴 39.9 82.4 5.7 91.5

カテーテル（尿道カテーテル･コンドームカテーテル）の管理 91.7 92.3 81.1 95.1

ストーマ（人工肛門・人工膀胱）の管理 84.8 84.6 70.2 87.9

喀痰吸引（1日８回未満） 87.6 95.9 73.5 93.9

喀痰吸引（1日８回以上） 50.3 83.7 24.1 91.5

ネブライザー 45.7 72.4 22.8 88.7

酸素療法（酸素吸入） 66.1 90.5 53.9 92.7

鼻カヌラ 63.8 87.3 52.0 88.3

マスク 58.3 82.4 37.6 87.4

リザーバー付きマスク 17.2 46.6 8.7 63.6

気管切開のケア 23.3 50.2 2.6 79.8

人工呼吸器の管理 3.2 13.6 0.4 49.8

挿管 1.7 13.1 0.2 44.9

マスク式（NPPV 等） 7.2 14.9 1.1 47.8

静脈内注射（点滴含む） 60.6 81.9 32.0 87.9

電解質輸液 63.2 86.4 34.6 87.4

【施設内で提供可能な医療の割合（介護老人保健施設票問38、介護医療院票問21、介護老人福祉施設票問23、
医療療養病床票問15）】
○「経鼻経管栄養」について、老健では41.7％、介護医療院では93.7％、特養では28.7％であった。
○「24時間持続点滴」について、老健では39.9％、介護医療院では82.4％、特養では5.7％であった。
○「喀痰吸引（1日8回以上）」について、老健では50.3％、介護医療院では83.7％、特養では24.1％であった。
○「酸素療養（酸素吸入）」について、老健では66.1％、介護医療院では90.5％、特養では53.9％であった。
○「インスリン注射」について、老健では86.8％、介護医療院では91.9％、特養では69.1％であった。

図表23 施設内で提供可能な医療の割合（複数回答可）

施設内で提供可能な医療

令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究にかかる調査（令和４年度調査） 25



＜主な加算＞
初期加算
栄養マネジメント加算

30単位／日
14単位／日

緊急時施設療養費(緊急時治療管理) 511単位／日 経 移行加算 28単位／日

重度認知症疾患療養体制加算(Ⅱ)100単位／日（加算(Ⅱ)で要介護５の場合）

23．介護医療院 ②介護医療院の基本報酬等（続き）

イ 加算その他の取扱い
介護療養型医療施設で評価されている加算等その他の取扱いについては、引き続き介護医療院においても同様とす

る。なお、必要に応じて加算等の名称を変更する。
 例 退院時指導等加算 → 退所時指導等加算

特定診療費 → 特別診療費

ウ 緊急時の医療
介護医療院は、病院・診療所ではないものの、医療提供施設として緊急時の医療に対応する必要があることから、

介護老 保健施設と同様に、緊急時施設療養費と同様の評価を行うこととする。

エ 重度の認知症疾患への対応
重度の認知症疾患への対応については、入所者の全てが認知症である老 性認知症疾患療養病棟で評価されている

ような、精神保健福祉士や看護職員の手厚い配置に加え、精神科病院との連携等を加算として評価することとする。

概要

単位数

＜主な加算の概要＞
○初期加算：入所した日から起算して30日以内の期間。
○栄養マネジメント加算：基準に適合する介護医療院の管理栄養士が継続的に入所者ごとの影響管理をすること。
○経口移行加算：医師、歯科医師、管理栄養士等が共同して、入所者ごとに経口移行計画を作成し、計画に従って支援が行われること。
○緊急時施設療養費 緊急時治療管理 ：入所者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場 に緊急的な治療管理を行った場 。

○重度認知症疾患療養体制加算：入所者の全てが認知症であり、精神保健福祉士や看護職員が一定数  配置されていることに加え、精神科
病院との連携等の要件を満たすこと

算定要件等

平成３０年改定
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出典：介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査 （令和３年度調査）

○介護医療院の夜勤の配置数（1日あたり人数）は、看護師・准看護師が平均1.5人、介護職員が平均1.7人
であった。

○介護老人保健施設の夜勤の配置数（1日あたり人数）は、看護師・准看護師が平均1.4人、介護職員が平均
3.6人であった。

夜勤職員の配置数 介護医療院・介護老 保健施設 

回答数 平均値 標準偏差 中央値

看護師・准看護師 766 1.4 7.0 1.0

介護職員 766 3.6 2.7 3.0

合計 766 5.0 8.6 4.0

夜勤職員の配置数（１日あたり人数）
単位：人

全体
（回答数220）

Ⅰ型
（回答数154）

Ⅱ型
（回答数59）

平均値
（人）

標準偏差
平均値
（人）

標準偏差
平均値
（人）

標準偏差

看護師・准看護師 1.5 0.9 1.6 1.0 1.3 0.6

介護職員 1.7 1.4 1.9 1.6 1.3 0.8

夜勤職員の配置数（１日あたり人数）
■介護医療院

出典：介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査 （令和２年度調査）

■介護老人保健施設



【かかりつけ医連携薬剤調整加算の見直し】
○ 入所時及び退所時におけるかかりつけ医との連携を前提としつつ、当該連携に係る取組と、
かかりつけ医と共同して減薬に至った場合を区分して評価する。また、CHASEへのデータ提出とフィードバックの

活
用によるPDCAサイクルの推進・ケアの向上を図ることを新たに評価する。

（※）連携に係る取組については、入所に際し、薬剤の中止又は変更の可能性についてかかりつけ医に説明し理解を得るとともに、入所中
に服薬している薬剤に変更があった場合には、退所時に、変更の経緯・理由や変更後の状態に関する情報をかかりつけ医に共有するこ
とを求める。

（※）入所中に薬剤の変更が検討される場合に、より適切な薬物治療が提供されるよう、当該介護老人保健施設の医師又は薬剤師が、関連
ガイドライン等を踏まえた高齢者の薬物療法に関する研修を受講していることを求める。

＜現行＞ ＜改定後＞

かかりつけ医連携薬剤調整加算 125単位 → かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅰ） 100単位（新設）
（入所時・退所時におけるかかりつけ医との連携への評価）

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅱ） 240単位（新設）
（Ⅰに加えて、CHASEを活用したPDCAサイクルの推進への上乗せの評価）

かかりつけ医連携薬剤調整加算（Ⅲ） 100単位（新設）
（Ⅱに加えて、減薬に至った場合の上乗せの評価）

２．（３）医療と介護の連携の推進（その２）

■ 老健施設において、適切な医療を提供する観点から、所定疾患施設療養費について、検査の実施の明確化や算
定日数の延長、対象疾患の追加を行う。かかりつけ医連携薬剤調整加算について、かかりつけ医との連携を推進
し、継続的な薬物治療を提供する観点から見直しを行う。【告示改正】

老健施設の医療ニーズへの対応強化

【所定疾患施設療養費の見直し】
○ 算定要件において、検査の実施を明確化する。（※）当該検査については、協力医療機関等と連携して行った検査を含むこととする。

○ 所定疾患施設療養費（Ⅱ）の算定日数を「連続する10日まで」に延長する。

（現行）１月に１回、連続する７日を限度として算定 → （改定後）１月に１回、連続する10日を限度として算定

○ 対象疾患について、肺炎、尿路感染症、帯状疱疹に加えて、「蜂窩織炎」を追加する。
※ 業務負担軽減の観点から、算定にあたり、診療内容等の給付費明細書の摘要欄への記載は求めないこととする。

介護老人保健施設

介護老人保健施設

（※）退所時に１回に限り算定可能

令和3年改定
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出典：介護保険総合データベースを元に老人保健課で集計

○ 介護老人保健施設における所定疾患施設療養費の算定回数は増加傾向

所定疾患施設療養費の算定状況

0
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20000

30000

40000

50000

60000

70000

所定疾患施設療養費Ⅰ 所定疾患施設療養費Ⅱ

■所定疾患施設療養費の算定状況の推移

３８７５９

６５０６８
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介護老 保健施設による在宅療養支援の推進

概要

○ 介護老人保健施設が提供する短期入所療養介護について、医療ニーズのある利用者の受入の促進や介護老人保
健施設における在宅療養支援機能の推進を図るため、医師が診療計画に基づき必要な診療、検査等を行い、退所
時にかかりつけ医に情報提供を行う総合的な医学的管理を評価する加算。

介護老人保健施設における医療ニーズのある利用者の受け入れを促進するため、令和３年度介護報酬改
定において、総合医学管理加算（短期入所療養介護）を新設。

かかりつけ医

・７日を限度として1日につき所定単位数を加算する。
・診療方針を定め、治療管理として投薬、検査、注射、処置等を行うこと。
・診療方針、診断、診断を行った日、実施した投薬、検査、注射、処置等の
内容等を診療録に記載すること。
・かかりつけ医に対し、利用者の同意を得て、診療状況を示す文書を添えて
必要な情報の提供を行うこと。

短期入所療養介護入所 退所

総合医学管理加算（275単位/日）

在宅

在宅

介護老人保健施設



31出典：平成３０年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（令和２年度調査）
医療提供を目的とした介護保険施設等のサービス提供実態及び介護医療院等への移行に関する調査研究事業

老健退所者に入所中実施した医療的ケア

図表3-3-1 退所者に入所中に実施した医療的ケア等 複数回答 (回答数1,055)

3.9%

0.9%

0.3%

5.7%

1.1%

10.0%

0.5%

6.3%

0.2%

0.0%

1.4%

16.2%

4.0%

1.6%

7.9%

5.4%

1.4%

1.2%

7.2%

0.0%

8.3%

9.0%

2.0%

4.4%

3.1%

42.3%

7.0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

胃ろう 腸ろうによる栄養管理

経鼻経管栄養

中心静脈栄養の管理

カテーテル

ストーマの管理

喀痰吸引

ネブライザー

酸素療法

気管切開のケア

 工呼吸器の管理

注射

点滴

簡易血糖測定

インスリン注射

創傷処置

褥瘡の処置

透析

導尿

疼痛管理(麻薬は使用しない)

疼痛管理(麻薬使用)

浣腸

摘便

持続モニター測定

ターミナルケア

その他

実施していない

無回答



32出典：令和３年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究にかかる調査（令和４年度調査）

○ 退所・退院先が「病院・診療所（介護療養型医療施設を除く）」及び「有床診療所（介護療養型医療施設を
除く）」である退所者について、老健では、「平日日中（９～17時）」が72.2%であった。介護医療院では、「平
日日中（９～17時)」が90.1%であった。特養では、「平日日中（９～17時)」が81.6%であった。介護療養型医
療施設では、「平日日中（９～17時）」が75.0%であった。医療療養病床では、「平日日中（９～17時）」が
87.5%であった。

退所先が医療機関の場 の退所時間帯

約21％

特養（n=152）

介護医療院（n=81）

老健（n=216）

平日日中（９～１７時） 平日夜間（１７～９時）

図表 ２０８ 退所・退院時間帯

土日祝日日中（９～１７時） 土日祝日夜間（１７～９時）

エラー・無回答
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介護老 保健施設・介護医療院入所者について算定できる医薬品等

昭和63年度

腫瘍用薬

平成20年度

抗悪性腫瘍剤

医療用麻薬

抗ウイルス剤

平成12年度

エリスロポエチン

平成20年度

エリスロポエチン

ダルべポエチン

抗悪性腫瘍剤

医療用麻薬

インターフェロン

抗ウイルス剤

血友病治療薬

平成30年度

抗悪性腫瘍剤

医療用麻薬

抗ウイルス剤

平成30年度

外来化学療法加算 エリスロポエチン

静脈内注射* ダルべポエチン

動脈注射* 抗悪性腫瘍剤

抗悪性腫瘍剤局所持続
注入*

医療用麻薬

肝動脈塞栓を伴う局所持
続注入*

インターフェロン

点滴注射* 抗ウイルス剤

中心静脈注射* 血友病治療薬

植込型カテーテルによる
中心静脈注射*

*外来化学療法加算を算定するものに限る。

内服薬及び外用薬

注射及び注射薬



介護老人保健施設における高額な薬剤費の影響について

• パーキンソン病の患者等においては、薬剤費が高額であることが理由で、介護老人保健施設の入所に困難を生じている場合が

ある。

34出典：平成28年度老人保健健康増進等事業「介護老人保健施設における医療提供実態等に関する調査研究事業」



66.5

62.6

80.5

19.8

21.8

12.2

7.1

8.2

2.8

1.4

1.8

1.3

1.6

0.4

4.0

4.0

4.1

0 20 40 60 80 100

全体

広域型

地域密着型

１ ２ ３ ４     エラー・無回答

％

N=1,148

N=902

N=246

平均

1.5 

1.5 

1.2 

○配置医師数

○雇用形態

4.2

5.1

62.9

62.3

66.3

28.2

28.0

29.3

4.7

4.6

4.3

0 20 40 60 80 100

全体

広域型

地域密着型

雇用契約（正規職員） 雇用契約（嘱託等） 配置医師の所属先医療機関との契約 無回答

％

Ⓝ=528

Ⓝ=435

Ⓝ=92

2.5

2.5

2.2

8.9

9.7

5.4

19.7

19.8

18.5

25.6

24.4

31.5

18.9

19.8

15.2

6.3

6.2

6.5

18.2

17.7

20.7

0 20 40 60 80 100

全体

広域型

地域密着型

40 未満 40 ～50 未満 50 ～60 未満 60 ～70 未満

70 ～80 未満 80   無回答

％

Ⓝ=528

Ⓝ=435

Ⓝ=92

平均

62.6 

62.4 

63.2 

○年齢

35出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

特別養護老 ホームにおける配置医師数・ 齢・雇用形態

○配置医師数は全体で「１ 」が66.5％で最も多く配置医師の１施設あたりの平均 数 実 数 はそ
れぞれ 1.5  である。

○ 齢は「60  ～70  未満」が25.6％で最も多い。
○雇用形態は「雇用契約 嘱託等 」が 62.9％で最も多く、「配置医師の所属先医療機関との契約」が
28.2％、「雇用契約 正規職員 」が 4.2％であり、「雇用契約 嘱託等 」が７ 弱を占めている。



○看護職員数（実人員）

○看護職員数（常勤換算数）

36出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

（※１）

（※１）

（※１）同一建物内で複数の特別養護老人ホームを運営している場合も1施設として取扱っている。

○実 員 常勤・非常勤 計 は、「４～６ 」が33.1％で最も多く 、平均 5.0  である。
○常勤の看護職員数 実 員 は、「４～６ 未満」が最も多く 31.6％であり、平均は 4.2  であ
る。

特別養護老 ホームにおける看護職員数



○看護職員が必ず勤務している時間数

○夜間の看護体制

37
出典：令和４年度老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○看護職員が必ず勤務している時間数は、「９～10 時間未満」が 50.9％と過半数を占め、平均は9.9時
間である。また、「24 時間」看護職員が勤務している施設は1.4％である。

○夜間の看護体制は、「通常、施設の看護職員がオンコールで対応」が 87.6％と大半を占めている。

特別養護老 ホームにおける看護職員の勤務状況



介護老人福祉施設における医療の提供について

配置
医師

外部
医師

緊急の場合

健康管理・療養上の指導

配置医の専門外で特に診療を必要とする場合

医療保険
で評価

介護保険
で評価

末期の悪性
腫瘍の場合

看取りの場合 ※

投薬・注射、検査、処置など、「特別養護老人ホーム等におけ
る療養の給付の取扱いについて」で診療報酬の算定ができない

とされているもの以外の医療行為の場合

医療保険・介護保険の役割のイメージ

○ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）は、基準上、入所者に対し、健康管理及び療養上の指導を行うために
必要な数の医師を配置することとされており、この配置医師が行う健康管理及び療養上の指導は介護報酬で評価さ
れるため、初診・再診料等については、診療報酬の算定はできない。

○ 一方で、配置医師以外の医師（外部医師）については、（１）緊急の場合、（２）配置医師の専門外の傷病の
場合、（３）末期の悪性腫瘍の場合、（４）在宅療養支援診療所等の医師による看取りの場合には、入所者を
診ることができるとされており、診療報酬上の「在宅患者訪問診療料」等の算定が可能である。

○ こうした入所者に対する医療行為の報酬上の評価の取扱いについては、「特別養護老人ホーム等における療養の給付
の取扱いについて」（平成18年３月31日保医発0331002号厚生労働省保険局医療課長通知。令和４年３月25日一部改正）で規定し
ている。

※ 在宅療養支援診療所等の医師による看取りの場合に限る。 38
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実際に担っているもの n=1553

96.9

96.3

89.4

87.1

86.7

84.4

83.7

78.8

70.4

70.1

69.5

68.8

67.4

66.5

51.8

42.0

21.6

0 20 40 60 80 100

予防接種の実施

日常の健康管理のための診療

入居者の日常生活上の留意点に関する助言

病状や状態の変化等への備えに関する指示・助言の作成

病状や状態の変化等生じた際の指示照会（勤務時間 ）

治療方針の選択に関する家族を交えた対話・打ち合わせ

「15」以外の、外部医療機関との連携（紹介状の記載など）

感染症対策に関する相談対応・指導

定期健康診断の実施

ターミナルケア・看取りの対する入居者や家族へのサポート

身体機能や日常生活活動の維持・向上に関する指示・助言

病状や状態の変化等生じた際の指示照会（非勤務時間）

緊急的な外来受診・入院時の受入れ先病院との調整

病状や状態の変化等生じた際の往診（勤務時間）

病状や状態の変化等生じた際の往診（非勤務時間）

入居者の日常的な生活や介護の状況を常に把握すること

施設の運営状況・職員の能力等を把握すること

(%)

今後担ってほしいもの n=912

57.2

45.5

44.5

32.7

31.8

30.5

29.3

24.5

21.2

15.6

14.4

11.0

9.9

8.8

6.4

2.4

2.2

0 20 40 60 80

施設の運営状況・職員の能力等を把握すること

病状や状態の変化等生じた際の往診（非勤務時間）

入居者の日常的な生活や介護の状況を常に把握すること

ターミナルケア・看取りの対する入居者や家族へのサポート

緊急的な外来受診・入院時の受入れ先病院との調整

病状や状態の変化等生じた際の往診（勤務時間）

病状や状態の変化等生じた際の指示照会（非勤務時間）

身体機能や日常生活活動の維持・向上に関する指示・助言

感染症対策に関する相談対応・指導

治療方針の選択に関する家族を交えた対話・打ち合わせ

定期健康診断の実施

病状や状態の変化等への備えに関する指示・助言の作成

「15」以外の、外部医療機関との連携（紹介状の記載など）

病状や状態の変化等生じた際の指示照会（勤務時間 ）

入居者の日常生活上の留意点に関する助言

予防接種の実施

日常の健康管理のための診療

(%)

出典：令和３年度 老人保健健康増進等事業「特別養護老人ホームにおける医療ニーズに関する調査研究事業」

○配置医師が現在担っている役 として、「予防接種の実施」が96.9％と最も多い。「日常の健康管理
のための診療」 96.3％ 、「入居者の日常生活 の留意点に関する助言」 89.4％ と続いている。

○今後担ってほしい役 として、「施設の運営状況・職員の能力等を把握すること」が57.2％最も多い。
次いで「病状や状態の変化等生じた際の往診 非勤務時間 」と続いている 45.5％ 。

特別養護老 ホームにおける配置医師の役 



92.7

92.7

92.7

5.9

6.2

4.9

1.4

1.1

2.4

0 20 40 60 80 100

全体

広域型

地域密着型

加算なし 加算あり 無回答

％

N=1,148

N=902

N=246

93.9

93.5

95.5

3.8

4.2

2.4

2.3

2.3

2.0

0 20 40 60 80 100

全体

広域型

地域密着型

加算なし 加算あり 無回答

％

N=1,148

N=902

N=246

○常勤医師配置加算

○配置医師緊急時対応加算

40出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○ ～～
特別養護老 ホームにおける

常勤医師配置加算・配置医師緊急時対応加算の算定状況

○常勤医師配置加算は、「加算なし」が 93.9％を占めており、「加算あり」は 3.8％である。
○配置医師緊急時対応加算は、「加算なし」が 92.7％を占めており、「加算あり」は 5.9％である。



17.6

45.3

9.3

2.6

7.1

5.3

32.1

8.8

6.1

16.7

44.4

9.8

2.4

6.7

5.3

32.7

9.4

6.1

20.6

48.7

7.5

3.5

8.8

5.3

30.3

6.6

6.1

0 20 40 60 80 100

9月は駆けつけ対応が必要なケースが発生しなかったため

配置医師が必ずしも駆けつけ対応ができないため

配置医師との間で、緊急の場合の注意事項や病状についての

情報共有方法、時間帯ごとの医師との連絡方法等について具

体的な取り決めができていないため

入所者に対する看護職員の比率が25：1未満であるため

加算算定要件の看護職員数（常勤換算）が満たせないため

算定要件等がよくわからないため

緊急の場合はすべて救急搬送で対応しているため

その他

無回答

全体

N=1,064

広域型

N=836

地域密着型

N=228

％

41出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○配置医師緊急時対応加算を算定していない理由は、「配置医師が必ずしも駆けつけ対応ができない
ため」が45.3％で最も多く、次いで「緊急の場 はすべて救急搬送で対応しているため」が
32.1％と続いている。

配置医師緊急時対応加算を算定していない理由



42出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○看取りを受け入れられないことがある理由は、「対応が難しい医療処置があるため」が最も多く
48.8％、次いで「家族等の同意が得られない 意見が一致しない ため」が 25.4％と続いている。

看取りを受け入れられないことがある理由



63.2

16.0

3.4

26.0

9.5

6.4

63.0

16.7

3.5

26.4

9.5

6.0

64.2

13.4

2.8

24.8

9.3

8.1

0 20 40 60 80 100

配置医師によるオンコール対応

配置医師 外の医療機関による

オンコール対応

配置医師 外の代行機関

 医療機関 外 による電話対応

 記は実施せず、原則、救急搬送

その他

無回答

％

平日・日中

38.2

13.4

3.6

30.3

8.0

25.5

37.7

14.5

3.7

31.4

7.9

24.5

39.8

9.3

3.3

26.4

8.5

29.3

0 20 40 60 80 100

全体

N=1,148

広域型

N=902

地域密着型

N=246

％

平日・日中 外

43出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○配置医師が施設にいない時間帯に生じた急変等の対応方法は、平日・日中、平日・日中 外どちら
も、「配置医師によるオンコール対応」がそれぞれ 63.2％と 38.2％で最も多いが、「原則、救急
搬送」が平日・日中、平日・日中 外どちらも26.0％、30.3％と続いている。

配置医師が施設にいない時間帯に生じた急変等の対応方法



特定施設入居者生活介護の改定の概要

○基本報酬（１日あたり）※要介護の場合

※ 令和３年４月１日から９月３０日までの間は1000分の
1001に相当する単位数を算定

・人員配置基準における両立支援への配慮
（非常勤による代替職員確保、短時間勤務の場合の常勤としての取扱い）

・テクノロジー（見守り機器等）の活用
入居継続支援加算の要件 の緩和

（取組の強化）
・感染症対策の強化（委員会、指針、研修、訓練）

・業務継続に向けた取組の強化（BCP、研修、訓練）

・災害への地域と連携した対応の強化
・認知症介護基礎研修の受講の義務づけ
・看取り期における本人の意思に沿ったケアの充実
・機能訓練・口腔・栄養の取組の一体的な推進（専門職の参画、計画書）

・口腔衛生・栄養マネジメントの取組の強化（計画的な実施）

・ハラスメント対策の強化（適切なハラスメント対策）

・高齢者虐待防止の推進（委員会、指針、研修、担当者設置）

・LIFE情報の収集・活用とPDCAサイクルの推進（努力義務）

（ルールの柔軟化）
・会議や多職種連携におけるICTの活用（テレビ電話等による実施）
・利用者への説明・同意等（電磁的な対応、署名・押印の見直し）
・記録の保存・交付等（電磁的な対応）
・運営規程等の掲示（ファイル等での備え置き等）

・看取り介護加算(Ⅰ)：45日～31日前の対応を新たに評価（新設） 72単位／日
・看取り介護加算(Ⅱ)：夜勤等看護職員の配置を評価（新設）（Ⅰ）の各区分に＋500単位／日
・生活機能向上連携加算：ICTを活用する場合の区分（新設） 100単位／月
・個別機能訓練加算 12単位／日 ＋ 20単位／月（新設）（※LIFE)
・口腔・栄養スクリーニング加算（新設） 20単位／回 ※６月に１回

・ADL維持等加算（新設） 30単位／月 ※上位加算は60単位／月

・サービス提供体制強化加算
介護福祉士70％以上又は勤続年数10年以上介護福祉士25％以上の事業所を評価する
上位区分（新設） 22単位/日

・入居継続支援加算：特定行為を必要とする者の割合「５～15％」の区分（新設）22単位／日
・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)の廃止

（令和3年度介護報酬改定）

改定前 改定後

特定施設入居者生活介護費

要介護１ 536 538 

要介護２ 602 604 

要介護３ 671 674 

要介護４ 735 738 

要介護５ 804 807 

外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費 82 83 

短期利用特定施設入居者生活介護費

要介護１ 536 538 

要介護２ 602 604 

要介護３ 671 674 

要介護４ 735 738 

要介護５ 804 807 

・処遇改善加算の職場環境等要件（実効性の向上）

・介護職員等特定処遇改善加算の見直し
（平均の賃金改善額の配分ルールの柔軟化）

○算定ルールの変更等

○加算等

○基準等
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○特定施設において夜間看護体制加算を算定しているのは、特定施設の72.9％である。

特定施設における夜間看護体制加算の算定状況

出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する実態調査研究」



○ 認知症（急性を除く）の高齢者に対して、共同生活住居で、家庭的な環境と地域住民との交流の下、入浴・排せつ・
食事等の介護などの日常生活上の世話と機能訓練を行い、能力に応じ自立した日常生活を営めるようにするもの。

【根拠法令：介護保険法第８条第20項及び第８条の２第15項、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第89条等】

○１事業所あたり原則３の共同生活住居（ユニット）を運営（※）

○１ユニットの定員は、5人以上9人以下

（※）代表者や管理者を兼務等により配置しないこと等ができるサテライト
事業所を、ユニット数に応じた規模で設置可能

【利用者】

○住宅地等に立地

○居室は、７．４３㎡ （和室４．５畳）以上で原則個室

○その他

居間・食堂・台所・浴室、消火設備その他非常災害に際して必要な設備

○介護従業者

日中：利用者３人に１人（常勤換算）

夜間：ユニットごとに１人（※）

○計画作成担当者

事業所ごとに１人以上（最低１人は介護支援専門員）

○管理者

３年以上認知症の介護従事経験があり、厚生労働大臣が定める研修を修了した者が常勤専従

【設備】

【人員配置】 【運営】

○運営推進会議の設置

・利用者・家族・地域住民・外部有識者等から構成

・外部の視点で運営を評価

○外部評価の実施

・外部評価機関又は運営推進会議にて実施

○定期的に避難、救出訓練を実施し、これに当たって
は地域住民の参加が得られるよう努めること

※三大都市圏は、東京、神奈川、千葉、埼玉、愛知、岐阜、三重、大阪、兵庫、京都、滋賀

出典：厚生労働省「介護給付費等実態統計」 令和３年４月審査分（事業所数は介護予防を含まない）

＜事業所数： 13,960事業所 サービス受給者数：21.3万人＞

平均要介護度
2.68

0.6%

21.3% 25.7% 25.5% 16.4% 10.7%

要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（※） ３ユニットの場合であって、各ユニットが同一
階に隣接しており、職員が円滑に利用者の状況
把握を行い、速やかな対応が可能な構造で、安
全対策（マニュアルの策定、訓練の実施）をとっ
ていることを要件に、例外的に夜勤２人以上の
配置に緩和できることとし、事業所が夜勤職員

体制を選択することを可能とする。

認知症対応型共同生活介護 認知症グループホーム について
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14.314.314.414.514.614.614.714.714.714.714.915.015.115.315.3
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【出典】厚生労働省「介護給付費等実態統計（旧介護給付費等実態調査）」（各年４月審査分）

◼ １事業所あたり利用者数の推移

■ 事業所数の推移

○ 請求事業所数は増加しており13,960事業所、１事業所あたりの平均利用者数は横ばい傾向であった
が、平成29年から微増しており15.3人となっている。

○ 利用者数は約213,500人で、利用者の約53％が要介護３以上の中重度者である。

■ 認知症対応型共同生活介護の受給者数（要介護度別）

（千人）

0.2 0.8 1.2 1.5 2.0 2 3.0 3.2 3.7 4.4 4.7 5.1 5.1 5.0 5.00.8 0.9 1.0 0.9 0.8 0.8 0.9 0.9 0.9 0.9 0.9 1.0 1.2 1.1 1.2
27.3 26.4 26.5 26.9 28.6 30.1 31.3 32.4 34.6 35.0 36.2 38.8 40.6 40.9 45.4

35.736.4 36.7 38.1 39.8 42.1 43.9 45.5 47.0 47.9 49.3 50.9 52.0 53.2
54.835.940.1 42.3 42.1 43.4

46.2 47.6 49.0 50.2 51.2 52.3
52.9 53.6 54.4

54.4

19.1
21.9 24.1 25.1

26.7
29.1

30.9 31.7
32.9 33.7 34.2

35.1 35.1 35.7
35

6.2
7.7

9.2 12.8
16.3

18.1
19.8

21.1
22.0 22.8 23.3

23.7 24.1 24.4 22.7

125.1
133.5

139.9
145.9

155.7

166.4
174.5

180.6
187.6

191.4
196.2

202.4206.6209.8213.5

0.0

40.0

80.0

120.0

160.0

200.0

240.0

要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

認知症対応型共同生活介護の事業所数・利用者数等
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医療連携体制加算(Ⅰ) 医療連携体制加算(Ⅱ) 医療連携体制加算(Ⅲ)

単位数 39単位／日 49単位／日 59単位／日

算定
要件

看護体制要件

・ 事業所の職員として、又は病
院、診療所若しくは訪問看護ス
テーションとの連携により、看
護師を１名以上確保しているこ
と。

・ 事業所の職員として看護職員を常勤換
算で１名以上配置していること。

・ 事業所の職員として看護師を常勤
換算で１名以上配置していること。

・ 事業所の職員である看護師、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーションの看護師との連携により、24時間連絡
できる体制を確保していること

医療的ケアが必
要な者受入要件

－ ・ 算定日が属する月の前12月間において、次のいずれかに該当する状態の入居者
が１人以上であること。

(１)喀痰(かくたん)吸引を実施している状態
(２)経鼻胃管や胃瘻(ろう)等の経腸栄養が行われている状態
(３)呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態
(４)中心静脈注射を実施している状態
(５)人工腎臓を実施している状態
(６)重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状態
(７)人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態
(８)褥瘡に対する治療を実施している状態
(９)気管切開が行われている状態

指針の整備要件
・ 重度化した場合の対応に係る指針を定め、入居の際に、利用者又はその家族等に対して、当該指針の内容を説明し、

同意を得ていること。

※１ 別区分同士の併算定は不可。※２ 介護予防は含まない。

○ 認知症グループホームにおいて、医療ニーズのある入居者への対応を適切に評価し、医療ニーズのある者の積極的
な受入れを促進する観点から、医療連携体制加算（Ⅱ）及び（Ⅲ）の医療的ケアが必要な者の受入実績要件（前12
月間において喀痰吸引又は経腸栄養が行われている者が１人以上）について、喀痰吸引・経腸栄養に加えて、医療
ニーズへの対応状況や内容、負担を踏まえ、他の医療的ケアを追加する見直しを行う。【告示改正】

概要

単位数・算定要件等

２．（３）⑥ 認知症グループホームにおける医療ニーズへの対応強化

※追加する医療的ケアは下線部

【認知症対応型共同生活介護】

令和3年度報酬改定

介護保険
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障害福祉サービスにおける医療・看護の提供体制

サービス類型
生活介護

短期入所

施設入所
支援

自立訓練
（機能訓

練）

自立訓練
（生活訓
練）、宿
泊型自立

訓練

就労移行
支援、就
労継続支

援A型、Ｂ
型

共同生活
援助

児童発達支援
放課後等デイサービ

ス
福祉型障害児入所施

設

短期入所
（福祉
型）

短期入所
（福祉型
強化）

重心型以
外

重心型
※１

重心型以
外

重心型
※１

知的障害
児、盲児、
ろうあ児

自閉症児、
肢体不自

由児

人員基準上の看
護職員の配置

あり なし あり なし あり なし なし なし なし あり なし あり なし あり

配置型の看護職
員にかかる加算

常勤看護
職員等配
置加算

常勤看護
職員等配
置加算

常勤看護
職員等配
置加算

医療的ケ
ア対応支
援加算

夜間看護
体制加算

ー 看護職員
配置加算

ー 看護職員
配置加算

医療的ケ
ア対応支
援加算

※基本報
酬により

評価

看護職員
加配加算

※基本報
酬により

評価

看護職員
加配加算

看護職員
配置加算

看護職員
配置加算

連携型の看護職
員にかかる加算

ー 医療連携
体制加算

ー ー ー 医療連携
体制加算

医療連携
体制加算

医療連携
体制加算

医療連携
体制加算

ー 医療連携
体制加算

ー ー ー

※１ 主として重症心身障害児を通わせる施設 障害者が利用できるサービス 障害児者が利用できるサービス 障害児が利用できるサービス 49



○ 障害支援区分別の利用者数について、令和４年３月時点と平成25年３月時点を比較すると、
・ 区分１は87.9%減少、区分２は81.4%減少、区分３は66.8%減少、区分４は40.3%減少、区分５は8.9％減少と

なっている。
・ 区分６は39.4％増加となっている。

障害者支援施設の入所者数の推移 障害支援区分別 

127,66

0
126,545127,660

1,549 763 440 395 308 273 263 256 269 290 
630 527 369 267 165 125 119 90 92 76 

3,328 2,953 2,217 1,802 1,433 1,143 1,024 875 734 618 

13,179 
12,138 

10,030 8,513 6,949 6,035 5,569 5,184 4,738 4,374 
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27,181 
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22,942 
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37,339 
37,110 

37,069 

36,782 

36,473 
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49,654 
52,105 

57,158 
60,864 
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134,247 132,777 132,296 131,565 130,647 129,546 128,585 127,916 126,815 125,653 
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（人）
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出典：国保連データ 50



○ 年齢階級別の利用者数について、令和４年３月時点と平成25年３月時点を比較すると、
・ 20歳以上30歳未満は32.1％減少、30歳以上40歳未満は43.3％減少となっている。
・ 50歳以上60歳未満については11.2％増加、65歳以上については37.1％増加となっている。

障害者支援施設の入所者数の推移  齢階級別 

124 129 130 110 94 75 90 93 72 72 

978 935 958 962 839 760 727 761 703 650 

10,791 10,255 9,569 9,115 8,791 8,468 8,136 7,915 7,648 7,329 

23,079 
21,011 19,385 17,987 16,952 15,834 14,975 14,267 13,596 13,093 
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31,261 30,522 29,518 
28,173 

26,677 

28,594 
28,156 

28,372 
28,525 28,367 
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出典：障害者支援施設等と医療機関における連携状況に関する実態調査報告書（令和２年度障害者総合福祉推進事業）

※調査対象は障害者支援施設、福祉型障害児入所施設、共同生活援助（グループホーム）（以下「入所施設等」）及び入所施設等と連携する医療機関（以下「医療機関」）

※回収率：入所施設等：53,2%（1,183有効回収数/2,222配布数）
医療機関：入所施設等が日常的に連携している医療機関に入所施設等を通じて回答を依頼（入所施設等１カ所最大５医療機関）し、230医療機関が回答

障害者支援施設等入所者の医療機関の受診等の課題

○ 障害者支援施設等入所者の診療で対応困難だった経験を有する医療機関の割合は約27％。

○ 入所施設にとって、入所者の医療機関の受診等について 「症状を自己申告出来ない入所者は、受診の判
断が困難」 「検査・診察の待機時間が長い又は待機が困難」などの課題がある。

○本調査では障害者支援施設等を通じて日常的に連携する医療機関
に回答を依頼した。回答のあった医療機関の属性は以下のとおり
（n=230）

1)医療機関の施設種別
病院（31.3%）、有床診療所（5.2%）、無床診療所（63.5%）

2)標榜診療科（複数回答）
内科（56.5%）、外科（18.7%）、整形外科（20.9%）、小児科（17.4%）、
産婦人科（3.5%）、呼吸器科（16.1%）、循環器科（15.2%）、
精神科（31.3%）、眼科（7.8%）、耳鼻咽喉科（6.1%）、歯科（27.8%）
泌尿器科（7.4%）、皮膚科（12.6%）、その他（20.4%）※
※リハビリテーション科、心療内科、神経内科、脳神経外科、形成外科、アレルギー科 等

3)診療したことのある入所者の主な障害特性
視覚障害（10.4%）、聴覚・平衡機能障害（6.5%）、
肢体不自由（36.5%）、内部障害（8.3%）、精神障害（55.2%）、
知的障害（81.7%）、発達障害（自閉症など）（18.7%）、
高次脳機能障害（18.7%）、その他（3.5%）

○障害者支援施設等の入所者の受診で対応困難だった経験の有無
（令和元年度１年間について）

ある（26.5%）、ない（73.5%）

～「障害者支援施設等と医療機関における連携状況に関する実態調査報告書」から～

13.2%

5.4%

18.8%

37.4%

60.9%

14.1%

52.4%

0% 50%

無回答

その他

医療機関の合理的配慮※が十分

でない

医療機関における障害への理解が

十分でない

検査・診療の待機時間が長い又は

待機が困難

障害や年齢を理由に受診を断られ

る

症状を自己申告出来ない入所者

は、受診の判断が困難

入所者の医療機関の受診等についての課題

（施設等_複数回答）(n=1183)

（回答者：障害者支援施設、福祉型障害児入所施設、グループホーム）

※ 合理的配慮・・・障害者が社
会的障壁の除去を必要として
いる場合に、負担が過重でない
範囲で必要かつ合理的な配慮
を行うこと。
例：視覚障害者が一人で病院に
来られたときに、本人の希望を
踏まえて、職員が代読・代筆を
するようにした。

中 医 協 総 ３
３ ． １ ２ ． １  
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出典：障害者支援施設等と医療機関における連携状況に関する実態調査報告書（令和２年度障害者総合福祉推進事業）

※調査対象は障害者支援施設、福祉型障害児入所施設、共同生活援助（グループホーム）と連携する医療機関

障害者支援施設等入所者の医療機関の受診等の課題

○ 医療機関が対応困難な理由としては、「障害特性」「障害が重度」と回答した割合が高い。

○ 対応が困難だった入所者の状況等としては「安静・治療の継続が困難」「強いこだわり」などがあった。また、
必要な具体的支援としては「日常的な関わりの強化」「互いの情報共有」「早期段階からの相談体制」などの意
見があった。

8.2%

5.4%

13.1%

31.1%

8.2%

8.2%

34.4%

14.8%

18.0%

57.4%

9.8%

1.6%

31.1%

0% 50%

その他

往診・訪問診療で対応不可

満床で入院対応不可

症状が重症

障害が重度（機器・設備が十分でない）

障害が重度（待合が困難）

障害が重度（治療が困難）

障害特性（機器・設備が十分でない）

障害特性（待合が困難）

障害特性（治療が困難）

時間外

かかりつけの患者でなかった

専門外

医療機関における対応が困難だった理由（複数回答）

（対応困難だった経験がある医療機関、複数回答）(n=61)
【対応が困難だった入所者の状況等（自由記述）】

・ 安静・治療の継続が困難

・ 発達障害による強いこだわり

・ 診察を抵抗・拒否する

・ 恐怖心が強く検査・治療ができない

・ コミュニケーションが取れない

・ 知的障害に伴う激しい診療拒否

・ 強度行動障害による激しい診療拒否 等

【障害者支援施設等との連携において必要な支援（自由記述）】

・ 患者の退院先となるため、日常的な関わりを強化し、コミュニケー

ションを図る必要

・ 互いに情報共有、検討していくことの積み重ねが必要

・ 早期段階からの相談体制

・ 新型コロナウイルス対策にかかる支援 等

中 医 協 総 － ３
３ ． １ ２ ． １  
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○ 介護医療院
第三十四条 介護医療院は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。

２ 介護医療院は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
出典：介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成30年厚生省令第5号）

高齢者施設等における協力医療機関等に関する運営基準 抜粋 

○ 老健
第三十条 介護老人保健施設は、入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。

２ 介護老人保健施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
出典：介護老人保健施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第40号）

○ 認知症グループホーム
第百〇五条 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
３ 指定認知症対応型共同生活介護事業者は、サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護老人

保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。
出典：指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生省令第34号）

○ 障害者施設
第四十六条 指定障害者支援施設等は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２ 指定障害者支援施設等は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
出典：障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第172号）

○ 特養
第二十八条 指定介護老人福祉施設は、入院治療を必要とする入所者のために、あらかじめ、協力病院を定めておかなければならない。
２ 指定介護老人福祉施設は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
出典：指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）

○ 特定施設
第百九十一条 指定特定施設入居者生活介護事業者は、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医療機関を定めておかなければならない。

２ 指定特定施設入居者生活介護事業者は、あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。
出典：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）
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8.1

33.4

6.5

50.6

4.0

12.5

11.9

8.1

33.4

6.7

52.4

3.8

12.0

12.0

8.1

33.7

6.1

43.9

4.9

14.6

11.8

0 20 40 60 80 100

特定機能病院

地域医療支援病院

在宅療養支援病院

その他の病院

有床診療所

その他

無回答

全体

N=1,148

広域型

N=902

地域密着型

N=246

％

○協力医療機関の種別

55出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「特別養護老人ホームと医療機関の協力体制に関する調査研究」

○協力医療機関数は、「１機関」が36.4％で最も多く 、次いで「２機関」が 24.1％と続いている。
○協力医療機関の種別は、「その他の病院」が 50.6％で最も多く、次いで「地域医療支援病院」が

33.4％と続いている。

特別養護老 ホームにおける協力医療機関数及び種別

○協力医療機関数



○協力医療機関の種別

56

○協力医療機関数は、「２カ所」が最も多く24.6％ 、次いで「１カ所」が 20.8％と続いている。
○協力医療機関の種別は、「在宅療養支援診療所」が 36.1％で最も多く、次いで「その他の病院」

が 27.1％と続いている。

特定施設における協力医療機関数及び種別

○協力医療機関数

出典：令和４年度 老人保健健康増進等事業 「高齢者向け住まいにおける運営形態の多様化に関する実態調査研究」



○ 協力歯科医療機関を定めている介護保険施設は82.2%であった。
○ 協力歯科医療機関が実施している内容として、歯科訪問診療、歯科検診や歯科相談が多かった。
○ 協力歯科医療機関に実施してもらいたい内容としては、口腔衛生管等に関する研修会や、摂食嚥下に関

する内容が多かった。

協力歯科医療機関が実施している内容、協力歯科医療機関に実施してもらいたい内容

出典：令和３年度老人保健健康増進等事業「施設系サービス利用者等の口腔衛生等の管理に関する調査研究事業報告書」

協力歯科医療機関の有無

なし
17.8%

あり
82.2%

（ｎ=39）

（ｎ=180）

協力歯科医療機関が実施している内容・実施してもらいたい内容（複数回答）

3.5

12.9

13.5

15.2

15.8

21.6

25.1

27.5

36.8

47.4

70.8

86.0

1.7

25.2

27.7

39.5

19.3

55.5

34.5

27.7

26.9

23.5

26.9

22.7

0 20 40 60 80 100

その他

入所者の食事等のカンファレンスへの参加

入所者のミールラウンド（食事観察）への参加

嚥下機能検査

経口維持加算Ⅱへの助言

口腔衛生等に関する研修会の開催

摂食嚥下に対する支援

入所者の食事等に関する個別の相談

口腔衛生管理加算実施にあたる指導

口腔衛生管理体制加算への助言

歯科検診や歯科相談

歯科訪問診療（歯科治療）

協力歯科医療機関に実施してもらいたい内容（n=119）

協力歯科医療機関が実施している内容（n=171）

※介護保険施設に対し、協力歯科医療機関が実施している内容と、協力歯科医療機関に実施してもらいたい内容を調査した結果

意見交換 資料－４参考－１
R ５ ． ３ ． １ ５
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１．総論

２．高齢者施設等の医療提供機能・

医療機関と高齢者施設等との連携について

３．高齢者施設等における薬剤管理について

４．感染症対策について
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薬物療法に関する連携（イメージ）

○安心・安全で質が高く効果的・効率的な医療・介護サービスを提供する上で、患者の薬物療法に関しても、有
効で安全な薬物療法を切れ目なく継続的に受けられるようにすることが必要。

○このため、薬物療法に関わる関係者が、患者の服薬状況等の情報を共有しながら、最適な薬学的管理やそれ
に基づく指導を実施することが求められる。

・持参薬の確認
・入院前の服薬状況等の患者情報の確
認

・外来・在宅医療に関わる医師・薬剤
師等との連携

・入院時の処方の検討

・退院時処方の検討（在宅医療の場合
は薬物療法に必要な医療材料・衛生
材料も含む）

・入院中の服薬状況等の患者情報の伝
達

・退院後に外来・在宅医療に関わる医
師、薬剤師、看護師、介護関係者等
との連携

・病棟での薬学的管理・指導
・医師、薬剤師、看護師等のチーム医
療での連携

・転棟や転院時における服薬状況等の
患者情報の関係者間での共有

・複数診療科受診時も含む、服薬情報
の一元的・継続的な把握とそれに基
づく薬学的管理・指導

・医師・薬剤師等の連携
・入院や在宅医療に移行する際の服薬
状況等の患者情報の提供

・在宅医療における薬学的管理・指導
・医師、薬剤師、看護師、介護関係者
間での連携

・入院や外来に移行する際の服薬状況
等の患者情報の提供

入院時

在宅・介護施設
外来

退院時入院

第７回 医薬品医療機器制度部会

平成30年10月18日 資料１

中医協 総－ 

３ ． ７ ． １ ４
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60

出典：

• 高齢者施設の入所者について、５種類以上の薬剤を服用している入所者が最も多いと回答した施設が約75％との調査結果があり、多剤服用による有害

事象のリスク増加や服薬アドヒアランス低下等（いわゆる「ポリファーマシー」）が懸念される者が多くいると考えられる。

• また、施設の看護職員が服薬支援に多くの時間又はある程度の時間を費やしているとの回答が約90%に達するとの調査結果もあり、施設職員における

服薬支援の負担は大きいと考えられる。

高齢者施設における多剤服用等の状況について

60

※１：令和元年度老人保健健康増進等事業

「地域包括ケアシステムにおける薬剤師の在宅業務の在り方に関する調査研究事業」

※２：令和３年度厚生労働省老人保健健康増進等事業

「特別養護老人ホームにおける医療ニーズに関する調査研究事業」

薬剤を処方されている入所者について、服用薬剤の種類数として最も多い区分
（特別養護老人ホームへの調査） ※１

医療ニーズがある方へのケアに看護職が費やす時間
（特別養護老人ホームへの調査） ※２



出典：

• 薬剤師の訪問による薬剤管理により、重複投薬、服薬アドヒアランス、誤薬等の改善に加え、施設職員の業務改善にもつながっているが、施設職員との

連携や持参薬の管理等の薬剤管理について、更なる推進が期待されている。

高齢者施設に対する薬剤師の訪問について

薬剤師の訪問により利用者において改善された点
（特別養護老人ホームに薬剤指導を行う薬局への調査、複数回答）

訪問により施設が得たメリット・今後期待するもの
（特別養護老人ホームへの調査、複数回答）

※令和元年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムにおける薬剤師の在宅業務の在り方に関する調査研究事業」 61



• 高齢者施設では、身体・認知機能の低下と多剤服用が合わさって、服薬アドヒアランス低下等が懸念される利用者が多く、残薬も生じやすい状況と考え

られる。

• そのため、薬剤師は、利用者への指導や施設職員との相談等を通じて、施設や利用者に応じた服薬支援が求められる。これにより、より適切な薬物療

法の提供や施設職員の負担軽減にもつながる。

高齢者施設における服薬支援について①

【施設における残薬】

施設職員との相談等
各施設の薬剤管理状況や各利用者の服薬状況等を確認

適切な薬物療法の提供（服薬アドヒアランスの改善、誤薬の減少等）

施設職員の負担軽減

【施設・利用者に応じた服薬支援】

（例）
・内服薬を一包化し、利用者ごとにカレンダーにセット
・体調等に応じて調整が必要な薬剤は別に分包
・液剤・外用薬等にも氏名・用法等を記載、服用タイミ
ング別に色づけ

※写真は一例。日本薬剤師会から提供。
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• 服薬支援としては、一包化やカレンダーへのセット等だけでなく、薬学的観点に基づく服用薬剤数の減少

や用法の単純化などの対応も求められる。

高齢者施設における服薬支援について②

※高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）
（2019年６月厚生労働省）から引用

【処方の工夫と服薬支援の主な例】
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• ポリファーマシーの解消を含む薬物療法の適正化において、薬剤師は多職種と連携して、患者の生活状

況や身体機能等の様々な情報を把握し、処方医師の支援を行うことが重要である。

薬剤師と多職種との連携による薬物療法の適正化

※２ 高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））
（2019年６月厚生労働省）から引用

※１ 高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）（2019年６月厚生労働省）から引用

【処方見直しのプロセス】※1
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• 在宅業務を行う薬局においては、半数近くで他職種と一緒に訪問を実施したことがあり、医師、看護師、ケアマネジャー等の様々な職種と実施されている。

• 医師と一緒の訪問においては、薬剤師は、服薬・残薬の状況を情報収集し、それを踏まえて、処方内容を検討している医師に直接、処方提案を行ってい

る。

薬剤師と他職種の連携の例（時間調整して一緒に訪問）

※１ 令和元年度老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムにおける薬剤師の在宅業務の在り方に関する調査研究事業」
※２ 令和４ 度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査(令和４ 度調査) 在宅医療、在宅歯科医療、在宅訪問薬剤管理及び訪問看護の実施状況調査

患者を訪問する際、多職種と同行訪問を実施したことがありますか
（在宅業務を行う薬局に対する調査、2019年7月の1か月間）※１

（上記で有の場合）同行した多職種 ※１

医師と一緒に時間調整をして、患者を訪問し、
薬局の薬剤師が提供した薬学的管理の内容 ※２
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52.8%

65.4%

26.2%

48.8%

9.7%

3.7%

2.3%

5.2%

5.0%

0% 20% 40% 60% 80%

多職種によるｹｱﾁｰﾑで協働して服
薬管理に関する取組を行うこと

ができた

利用者の服薬の状況が改善され
た

得られた情報や助言に基づきｹｱ
ﾌﾟﾗﾝの見直しをした

ｻｰﾋﾞｽ提供事業所と共有した情報
がｻｰﾋﾞｽ提供に活用された

利用者の生活意欲が改善した

その他

特に効果はない

情報共有を行ったことがない

無回答

服薬状況について関係機関と情報共有を行ったことによる、
利用者にとっての効果(複数回答, n=957)(介護支援専門員調査)

平均値 標準偏差 中央値
①介護支援専門員から服薬管理･服薬

状況に関する情報提供があった利用
者数

4.4 8.6 2.0

②何らかの介入を行った利用者数 3.1 7.7 1.0
③（うち）居宅療養管理指導を行った

利用者数
2.5 7.7 1.0

④服薬管理･服薬指導の問題が解決し
た利用者数

2.8 7.7 1.0

介護支援専門員からの服薬管理・服薬状況に関する情報提供があり、
薬剤師が介入した利用者数(n=90)(薬局調査)

介護支援専門員との情報共有の効果（薬剤師）

○ 介護支援専門員から情報提供があり、薬剤師が介入することにより問題が解決した利用者がいた。
○ 服薬状況について関係機関と情報共有を行うことによる利用者にとっての効果は、「利用者の服薬の状況が改善
された」が最も多く65.4％であった。

介護サービス事業所から得た担当利用者の服薬管理・服薬状況に
関する情報の薬剤師に対する情報提供の状況(介護支援専門員調査)

令和元年度老人保健健康増進等事業「利用者の口腔に関する問題や服薬状況に係る
介護支援専門員と薬剤師や歯科医師等との連携のあり方に関する調査研究事業」

社保審－介護給付費分科会

第189回（R2.10.22） 資料４
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高齢者施設等の各施設類型における薬剤管理

介護医療院 介護老人保健施設
特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設）

その他施設
（サ高住等）

短期入所（ショートステイ）

短期入所療養介護 短期入所生活介護

施
設
配
置
基
準

医師
○

Ⅰ型:３以上 / 48:1以上
Ⅱ型:１以上 /100:1以上

○
１以上

○
必要数（非常勤可）

×
○
※

○
必要数（非常勤可）

薬剤師
○

Ⅰ型：150:1 以上
Ⅱ型：300:1 以上

○
適当数（300:1）

× ×
○
※

×

薬剤管理
の現状等

自施設の医師・薬剤師等が薬剤管理を実
施。老健施設では、かかりつけ医と連携
した減薬等の取組を推進。

抗がん剤・抗ウイルス剤・麻薬等の一部
の薬剤については、給付調整により、医
療保険による給付が可能。

薬局等の薬剤師が訪
問し、薬剤管理指導
を実施。末期がんの
患者については、計
画に基づく訪問によ
る薬剤管理指導が可
能。

薬局等の薬剤師
が計画に基づく
訪問により薬剤
管理指導（居宅
療養管理指導）
を実施。

普段は在宅等で薬局薬剤師等による薬剤管
理指導（居宅療養管理指導）を受けている
者が、短期的に入所し、その期間は当該施
設において薬剤管理を受けることとなる。

検討の視点
薬剤の給付調整についてどのような対応
が必要と考えるか。

薬局薬剤師による訪問について、ポリ
ファーマシーの予防を含めた最適な薬物
療法を提供する観点から、患者や他職種
からのニーズも踏まえて、どのように充
実していくか。

短期入所と在宅等、患者の療養の場が移っ
ても切れ目なく適切な薬物療法を継続する
ため、どのような連携体制を取るべきか。

※ 短期入所療養介護は、病院・診療所・介護医療院・老健が実施することができ、人員配置基準は、原則施設ごとの基準による。

• 高齢者施設等においては、施設類型によって医師・薬剤師の配置や入所者の状況等が異なることから、高齢者施設等における

適切な薬剤管理の推進にあたっては、それぞれの施設類型に応じた対応を検討していく必要がある。
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１．総論

２．高齢者施設等の医療提供機能・

医療機関と高齢者施設等との連携について

３．高齢者施設等における薬剤管理について

４．感染症対策について
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重症者（10倍） 新規陽性者日別（10倍） 新規陽性者7日間移動平均（10倍） 新規死亡者（7日間移動平均）（200倍） 重症者割合

※１ チャーター便を除く国内事例。令和2年5月8日公表分から、データソースを従来の厚生労働省が把握した個票を積み上げたものから、各自治体がウェブサイトで公表している数等を積み上げたものに変更
した。また、全数届出見直しを受け、令和４年９月27日公表分から、HER-SYSにおいて報告された総数を積み上げたものに変更した。なお、広島県においては、HER-SYS入力時間が他の都道府県と異なること
から、厚生労働省の集計値と広島県の発表値とで1日ずれが生じていることに留意。
※２ 重症者割合は、集計方法を変更した令和2年5月8日から算出している。重症者割合は「療養を要する者」に占める重症者の割合。
※３ 重症者と新規陽性者及び新規死亡者は表示上のスケールが異なるので（新規陽性者及び重症者数は10倍、新規死亡者は200倍に拡大して表示）、比較の場合には留意が必要。
※４ 一部の都道府県においては、重症者数については、都道府県独自の基準に則って発表された数値を集計。
※ 5 集計方法の主な見直し：令和3年5月19日公表分から沖縄県について、令和3年5月26日公表分から大阪府・京都府について、重症者の定義を従来の自治体独自の基準から国の基準に変更し集計を行っ
た（大阪府は令和4年4月14日公表分から独自基準へと変更） 。

重症者・新規陽性者数等の推移

※()内は１週間前の数値

療養を要する者・重症者・新規陽性者・新規死亡者（人） 重症者割合（％）

1月26日

1月26日

(112,481人)

68,507人

355人
1月26日

(420人)

1月26日
585人

(681人)

59,885人

(96,349人)

1月26日
0.1%

(0.1%)
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2022年3月 2022年4月 2022年5月 2022年6月 2022年7月 2022年8月 2022年9月 2022年10月 2022年11月 2022年12月 2023年1月 2023年2月

10代未満 10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

【月次】年代別新規陽性者の割合（報告日別、HER-SYSデータ）

＊2/21 9:00時点の入力データを基に算出。年齢不詳は除いている。 ※２月は2/20までの数字を計上
＊各月の割合は、７日間移動平均の値を用いて各月の陽性者数を累積化した上で、各年代別の割合を算出している。

〇 新規陽性者に占める各年代の割合を時系列で整理したもの。（全国、月次化）

 10代未満 10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

2022 3月 19.2% 16.4% 14.2% 15.7% 15.4% 8.6% 10.5%

2022 4月 17.6% 17.2% 16.4% 16.5% 15.3% 8.3% 8.7%

2022 5月 17.0% 17.7% 16.8% 16.2% 14.4% 7.8% 10.1%

2022 6月 18.6% 15.9% 13.9% 16.5% 14.8% 8.3% 12.1%

2022 7月 13.6% 15.8% 15.7% 15.3% 15.6% 10.6% 13.4%

2022 8月 12.0% 11.7% 15.0% 15.3% 16.0% 12.2% 17.8%

2022 9月 15.4% 13.7% 12.1% 15.4% 15.7% 11.1% 16.6%

2022 10月 13.1% 17.2% 12.5% 14.5% 16.3% 11.6% 14.9%

2022 11月 12.0% 16.6% 12.7% 14.2% 16.2% 11.6% 16.8%

2022 12月 12.4% 14.7% 13.0% 14.8% 16.0% 11.7% 17.3%

2023 1月 10.7% 10.9% 15.4% 14.8% 15.3% 12.9% 19.9%

2023 2月 15.4% 12.9% 10.1% 14.4% 15.2% 11.2% 20.6%

第117回（令和５年２月22日）
新型コロナウイルス感染症対策

アドバイザリーボード 資料２－２

事務局提出資料
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出典：DPCデータより（令和２年４月～令和４年９月診療分）

○ 主傷病名が「コロナウイルス感染症」であり、入院経路や年齢によって区分した入院数の推移は以下のと
おり。2022年１月から介護施設等から入院する患者や介護施設等以外から入院する患者で65歳以上の
患者が増加傾向である。

（人）
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介護施設等から入院 介護施設等以外から入院（６５歳以上） 介護施設等以外から入院（６５歳未満）
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医療機関、高齢者施設、学校・保育所等における
感染事例・対策例について

➢ 全国知事会を通じて、都道府県に対して、医療機関、高齢者施設、学校・保育所等に
おける集団感染事例と対策例を照会し得られた回答の中から、内閣官房新型頃コロナ
ウイルス感染症等対策推進室において、主なものをまとめた。

➢ 次頁以降の表中の「感染拡大の要因」「具体的な状況等」については、集団感染の原因
として特定されているものばかりではなく、あくまで、その時における状況を記載したも
の、また、感染源が不明なものも相当数あることに留意が必要。

施設類型 事例数

医療機関 21

高齢者施設 ２３

学校等 ２３

保育所等 １６

第18回（令和４年９月16日）
新型コロナウイルス感染症

対策分科会
資料４－１
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２．高齢者施設

感染拡大の要因 感染規模 具体的な状況等

ゾーニングが不十分
有料老人ホーム
（入所者及び職員）
37名 等

・ゾーニングを行っていたが、職員がレッドゾーンで使用した防護具を着用し
たままグリーンゾーンに入る等、ゾーニングの意義の共有、区分の明確化
が不十分だった。

換気が不十分
介護老人保健施設
30名 等

・換気がしにくい施設の構造となっていた。

陽性者対応時の感染防
護策が不十分

特別養護老人ホーム
（入所者及び職員）
36名 等

・手袋の交換を頻回に行っていなかった。
・同じPPEを着用したまま、陽性者・濃厚接触者のケアを行っていた。
・Ｎ９５マスクの着用方法が不適切だった。

入所者のマスク着用困
難

介護老人保健施設
７７名 等

・認知症のある入所者は、マスクの着用が難しいため、食堂での食事の際に
入所者間でマスクなしの会話が発生していた。

密な接触
特別養護老人ホーム
（入所者及び職員）
32名 等

・食事介助等のケアの提供時の会話を通じて感染が広がった可能性がある。

職員による感染持込み
グループホーム
（入所者及び職員）
９名 等

・感染が疑われる症状がありながら勤務した職員の担当ユニットに感染が拡
大した。

・同日勤務の職員３名が発症し陽性判明。他の職員や入所者も次々と陽性
判明。

・視覚的にわかりやすいゾーニング（床のテーピング、立ち入り禁止の張り紙等）の実施。
・サーキュレーター等を用いた換気の徹底。
・保健所による、Ｎ９５マスクの着用方法をはじめとしたPPEの着用等に関する指導を実施。
・手指衛生を徹底するためのポスターの掲示や指導・教育の実施。
・職員に対する定期的な検査・出勤前検査を実施。
・職員が陽性になった場合に備えたマンパワーの確保（の準備）。 等

実際に講じた対策例

第18回（令和４年９月16日）
新型コロナウイルス感染症対策分科会

資料４－１
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高齢者施設等における感染制御・業務継続の支援のための体制整備等について

○ 感染拡大により、高齢者施設等において、感染者やクラスターが発生する事例も生じている。
こうした状況を踏まえ、高齢者施設等における感染抑止や、感染発生時の早期収束のために、以下の取組を進めていくことが重要。

１．高齢者施設等における感染状況の調査・感染制御・業務継続に係る体制の整備（支援チームの編成 等）
… 各都道府県において、感染が一例でも確認された場合に、以下の人材で構成された支援チームによる相談や応援派遣を早期に行える体制を確保する。

■ ゾーニング等の感染管理を行う“ICTの技能を保有した看護師･医師”等や、調査・対策の支援を行う“FETP”
■ 調整本部のマネジメントや、施設機能の維持に係る支援を行う”DMAT・DPAT”、災害医療コーディネート研修修了者 等

２．チームの編成・レベルアップに必要な研修の実施、各種支援策の活用による人材の確保
… 厚生労働省 新型コロナウイルス感染症対策推進本部 地域支援班・クラスター対策班等と連携し、上記のようなチームの編成・レベルアップ等に向けて、

必要な研修の実施や、緊急包括支援交付金の活用による人材の確保に向けた準備を行う。

《感染制御・業務継続支援チーム》

○ 施設等で感染が発生した際の迅速な感染管理
… ゾーニング、検体採取、PPEの着脱方法 等

○ 施設における本部の運営等のマネジメント支援
○ 情報管理の支援
○ 関係機関、地域とのコミュニケーション支援
○ 施設機能の維持のための支援
■ 医療従事者等の確保に係る調整、メンタルヘルスケア
■ PPE等の物資の在庫管理・確保
■ 新規感染者の搬送・入院調整や、病状変化等に応じた転院調整都道府県

厚生労働省

【感染を確認した場合の対応】
○ 早期の電話等による相談
○ 必要に応じた専門家等の派遣

⇒ 迅速な感染制御／施設機能の維持

【感染拡大時の対応】
●専門家による相談対応
●必要な人材の派遣 等

医療機関

高齢者施設等

感染拡大の兆し

【チームの立上げ支援】
●研修の実施
●要請に基づく人材の派遣

○必要な人材・物資の確保

○入院・搬送調整、転院調整

緊急包括交付金
■感染症対策専門家派

遣等事業
■DMAT・DPAT等医療

チーム派遣事業 等

○ 都道府県内の医療機関

《感染制御》
■日本環境感染学会・日本感染症

学会等の所属医師、看護師
■ICT看護師・医師
■FETP

《業務継続支援》
■DMAT・DPAT、災害医療コーディ

ネート研修修了者 等

※介護職員等の不足が見込まれる場合の応援職員の派遣
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１．（１） 日頃からの備えと業務継続に向けた取組の推進（その１）

感染症対策の強化

業務継続に向けた取組の強化

災害への地域と連携した対応の強化

・BCPとは ・新型コロナウイルス感染症BCPとは（自然災害BCPとの違い）
・介護サービス事業者に求められる役割 ・BCP作成のポイント
・新型コロナウイルス感染（疑い）者発生時の対応等（入所系・通所系・訪問系） 等

介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

✤ 主な内容

✤ ポイント ✓ 各施設・事業所において、新型コロナウイルス感染症が発生した場合の対応や、それら
を踏まえて平時から準備・検討しておくべきことを、サービス類型に応じた業務継続ガ
イドラインとして整理。

✓ ガイドラインを参考に、各施設・事業所において具体的な対応を検討し、それらの内容
を記載することでBCPが作成できるよう、参考となる「ひな形」を用意。

掲載場所：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

■ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から、
全ての介護サービス事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施等を義務づける。【省令改正】 （※３年の経過措置期間を設ける）

■ 介護サービス事業者に、感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を
義務づける。【省令改正】

・施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）の実施

・その他のサービスについて、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等
（※３年の経過措置期間を設ける）

【全サービス】

【全サービス】

【通所系サービス、短期入所系サービス、特定、施設系サービス】

■ 災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策定、関係機関と
の連携体制の確保、避難等訓練の実施等）が求められる介護サービス事業者（通所系、短期入所系、特定、施設
系）を対象に、小多機等の例を参考に、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなけ
ればならないこととする。【省令改正】

令和3年改定
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76出典：令和３年度老人保健健康増進等事業 感染症対策や業務継続に向けた事業者の取組等に係る調査研究事業

感染症対策の実施状況

介護老人福祉施設
（地域密着型を含む）

n=260

介護老人保健施設
n=141

認知症対応型
共同生活介護

n=198

委員会でWEB会議システムを活用している

委員会を開催している

委員会での協議結果を関係者に周知・徹底している

指針を整備している

研修を行っている

訓練を行っている

感染症の発生時に事業所・施設全体を統括する意思決定者、各業務の担当者を決めている

感染症の発生に備え、事業所・施設内外の関係者の連絡先を整理し、連絡手段を決めている

事業所・施設内で感染症または感染の疑いがある者が発生した場合に、事業所・施設の休業・業務縮小・再開に関する
方針を決めている

事業所・施設内で感染者または感染の疑いがある者が発生した場合に、職員確保や業務の優先順位などの対処方法
を決めている

職員や物資が不足した場合の他事業所・施設との相互支援体制や情報共有等に関する取り決めがある

施設内で感染者や感染の疑いがある者が発生した場合に備え、個室管理や移動時の動線を決めている

感染症対策に必要な物資（防御具や消毒液等）を備蓄・補充している

手指・環境の消毒、換気等の基本的な感染対策や、職員及び利用者の体調管理が適切に行われているか確認している

感染症に関する最新情報を収集し、職員に周知している

その他

感染症対策を目的とした取組として行っているものはない

無回答



担当課名

○新型コロナウイルス感染症の流行に伴い、介護事業所は

通常とは異なるサービス形態で、また、介護従事者におい

ては感染者又は濃厚接触者となるリスクを抱えながら継続

して介護サービスを提供する必要がある。

○令和３ 度介護報酬改定においては、感染症や災害が発

生した場 であっても、必要な介護サービスが継続的に提

供できる体制を構築する観点から、全ての介護サービス事

業者を対象に、一定の経過措置を設け、業務継続計画

 BCP の策定、研修・訓練の実施等が義務づけられた。

○多くの介護従事者は感染症や標準的な感染対策について

の教育を受けているとは限らず、感染対策を行った で事

業継続ができるよう感染症対応力向 が必要であり、本事

業では、介護従事者向けの実地研修の開催、介護事業所に

おけるBCP作成支援等を行う。

事業の内容

本事業を通じ、介護事業所及び介護従事者の感染対策力等の向 

を図り、安定した事業基盤の整備に繋がり事業継続が可能となる。

成果目標・事業スキーム

感染症等の拡大防止等に係る介護事業所及び従事者に対する研修等支援事業

令和４年度予算：０．５億円

成果目標

事業スキーム

事業のイメージ

感染対策等への
疑問や不安を解消
し就業を継続

専門家による実地研修・セミナー

国 実施主体 介護施設
・事業所等

委託

・感染対策に関する研修
・BCP策定のための研修

実地研修

BCP策定研修

事業所毎に
BCP策定

研修参加

事業継続に活用
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○ 保健医療提供体制の対策徹底・強化については、オミクロン株の特性も踏まえ、高齢者施設への医療支援の更なる強化
等を図るべく、本年３月18日に事務連絡を発出し、各都道府県に依頼

○ 都道府県においては高齢者施設等への聞き取り等も行い、４月22日までに結果が報告されたため、今般公表するもの

○ 今後も、財政支援を維持・拡充し、各都道府県において、今回の点検結果を活用し、健康観察・診療医療機関の更なる拡
充や、高齢者施設等への医療支援体制の確認、病床の回転率の向上のための転院の促進など対策の徹底に取り組む

オミクロン株の特性を踏まえた保健医療提供体制の対策徹底について

〇 診療・検査医療機関は、３. ８万機関（うち公表３. ４万機関）に増加し、公表率も９割に
⇒ ＨＰ公表されている場合の診療報酬上の特例措置を７月末まで延長しており、引き続き更なる拡充・公表の徹底を推進

〇 自宅療養者に対応する健康観察・診療医療機関は、約２．３万機関
⇒ 更に自宅療養者への療養体制を万全にする観点から、電話等初再診の診療報酬上の特例措置（250点）を拡充・延長

４月末まで・重点措置地域限定の拡充 → 重症化リスクの高い者への評価として全国において７月末まで397点に拡充

１．感染拡大が生じても迅速・スムーズに検査し、安心して自宅療養できる体制の構築

① 高齢者施設等における感染制御・業務継続の支援体制の構築
・ 24時間以内に感染制御・業務継続支援チームの派遣を要請でき、約５．６万の全ての高齢者施設等に対しその連絡・
要請窓口を周知済み

・ 支援チームの医療従事者数：約３. ４千人（３月14日時点） → 約３. ６千人

② 高齢者施設等において、医師や看護師による往診・派遣を要請できる派遣体制の構築
・ 高齢者施設等への調査の結果、協力医療機関を事前に確保している、又は自治体が指定する医療機関や医療チーム
の往診派遣を要請できると確認できた高齢者施設等は、約５．３万施設 （全高齢者施設等の９４％） （５月24日時点）

・ 往診・派遣に協力する医療機関数：約２．２千機関（３月14日時点） → 約３．２千機関

⇒ 引き続き①、②の体制強化を図り、全ての高齢者施設等が往診・派遣を要請できることを確認していく
また、施設内療養を行う施設への補助の拡充（最大15万円⇒30万円）を７月末まで延長・全国拡大しており、

引き続き高齢者施設等への医療支援の取組を維持・強化

２．高齢者施設等における医療支援の更なる強化

R4.4.28 公表
R4.5.24一部更新

〇 適切な療養環境の確保と病床の回転率向上のため、療養解除前の転院先を確保
・ 療養解除前の患者の転院先として確保した病床数は、 ：約０．９千床（※２） → 約１．２千床（※３）

⇒ 転入院支援のための即応病床（※４）への緊急支援（450万円/床）を７月末まで延長しており、引き続き病床確保を支援
※２・・・２月１日から３月14日までの増分 ※３・・・２月１日から４月22日までの増分 ※４・・・救急のコロナ疑い患者のトリアージ病床としての活用も可能

○ このほか、長期入院のコロナ患者について、後方支援医療機関（約３．５千機関）等への自治体の転院調整機能を強化す
るとともに、コロナ患者非受入病院において入院患者が陽性となった場合に、自院で治療・療養する体制の構築を推進

３．転退院先となる病床の更なる確保等
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新型コロナウイルス感染症に関する高齢者施設に対する支援等（概要）

１．平時からの感染対策

（１）感染症対応力の向上

①感染対策のポイントをまとめたマニュアル、動画、事例集等の作成・周知

②感染症対応力向上のための研修の実施

③感染症発生時の業務継続計画ガイドライン、ひな型等の作成・周知

（２）従事者等に対する検査
①高齢者施設等における集中的実施計画に基づく従事者等に対する頻回検査の実施

②介護施設等における一定の要件に該当する自費検査費用の補助（地域医療介護総合確保基金）

（３）新型コロナウイルスワクチンの接種
①高齢者施設等入所者に対するオミクロン株対応ワクチン接種について、速やかな実施を自治体に依頼

②通所系サービス事業所等において、介護サービス提供時間内にワクチン接種を実施することが可能

２．感染者が発生した場合の支援・対応

（１）24時間以内に感染制御・業務継続支援
チームを派遣

①感染制御・業務継続支援チームの派遣体制の構築等を都道府県に依頼
⇒全国の全高齢者施設等に対し、チーム派遣の連絡・要請窓口を周知済み

（２）医師・看護師による往診・派遣
①医師等による往診等を要請できる体制の構築等を都道府県に依頼
②高齢者施設等に医療従事者を派遣する派遣元医療機関等への補助
③介護保険施設での施設内感染発生時における診療報酬に係る特例的な対応等

（３）感染者が発生した施設等への支援

①感染者が発生した施設等へ応援職員を派遣する体制の構築
②かかり増し経費、職員の確保等に向けた支援（地域医療介護総合確保基金）
③施設内療養を行う施設等への支援（地域医療介護総合確保基金、最大30万円／人）
④通所介護等において感染症の発生を理由とする利用者数の減少が一定以上生じている場合に加算

３．退院患者の受け入れにかかる対応

（１）退院患者受け入れの促進
①介護保険施設で退院患者を受け入れた場合の介護報酬上の特例的な評価（500単位×30日）

②退院患者の受け入れに協力する介護老人保健施設に関する情報の医療機関への提供

４．その他

（１）各種融資制度や助成金の活用 ①独立行政法人福祉医療機構の融資制度の活用

（１）感染した場合の補償や手当金の支給
①労災保険の療養補償給付、休業補償給付 、遺族補償給付

②健康保険の傷病手当金

Ⅰ．高齢者施設等に対する支援等

Ⅱ．介護従事者の方々が対象となり得る公的な補償制度等
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医療提供施設 老人福祉施設

介護医療院 介護老人保健施設 特別養護老人ホーム

所属する医師
併設保険医療機

関の医師
併設保険医療機
関以外の医師

所属する医師
併設保険医療機

関の医師
併設保険医療機
関以外の医師

配置医師 配置医師以外

医
学
的
指
導
管
理

初診料・再診料
（73点～288点） × × ○ × × ○ × ○

在宅
医療

往診料
（720点） × × ○ × × ○ × ○

緊急往診加算
（325点～850点） × ×→○ ○ × ×→○ ○ ×→○ ○

在宅酸素療法指導管理料
（2,400点） × ×→○ ×→○ × ×→○ ×→○ ×→○ ○

院内トリアージ実施料
（300点） × ✕→○ ○ × ×→○ ○ ×→○ ○

救急医療管理加算１
（950～4,750点） × ✕→○ ○ × ×→○ ○ ×→○ ○

○ 新型コロナウイルスの感染拡大を受けて、介護施設における実態等を踏まえた上で、以下の対応とする。

○ あわせて、介護医療院、介護老人保健施設及び特別養護老人ホームにおける診療報酬の自己負担部分について交付金の対象とする。

老健等における新型コロナウイルス感染症患者の医療に要する費用に係る特例的な対応

• 緊急往診加算：令和３年２月26日に自宅・宿泊療養患者から新型コロナウイルス感染症に関連した求めに応じて緊急に求められて往
診することの評価として、算定可能であることを明確化した

• 在宅酸素療法指導管理料：令和３年２月26日に自宅・宿泊療養患者に対し酸素療法を行うことへの評価として算定可能であることを
明確化した

• 院内トリアージ実施料：令和２年４月24日に自宅・宿泊療養患者に対し必要な感染予防策を講じた上で実施される診療への評価とし
て算定可能であることを明確化した

• 救急医療管理加算１：自宅・宿泊療養患者から新型コロナウイルス感染症に関連した求めに応じて緊急に求められて往診あるいは継
続的な診療の必要性から訪問診療を実施することの評価等として、算定可能であることを明確化した(令和３年７月30日～)

（参考）在宅（自宅・宿泊療養者）における対応

○：医療保険から給付
✕：介護保険から給付

（令和３年４月30日付事務連絡において明確化）
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令和３年11月末に「保健・医療提供体制確保計画」（以下「計画」という。）を策定いただいた後、オミクロン株の特性を踏まえた

累次の点検・強化等の取組に基づき、感染の拡大状況に応じた計画的な体制整備を行っていただいてきた。令和４年11月21日付け

事務連絡により、入院体制を中心とした点検・強化のポイントをお示し、各都道府県の計画の改定・12月中の体制構築を依頼。

改定「保健・医療提供体制確保計画」（令和４年12月時点）

▶ 各都道府県において、入院治療が必要な患者が優先的に入院できる体制を強化

・ 冬に向けた救急医療需要の高まり等も踏まえ、重症度やリスク因子など患者の優先度に応じた入院調整・療養体制の考え方を管内保健所・医療機関と共有。

・ 救急医療のひっ迫回避に向けた取組として、休日夜間急患センター・在宅当番医制について、受診に資する情報を各都道府県のHPに掲示、周知に取り組む。

令和４年12月28日

▶ 病床確保計画に基づく新型コロナ病床の全体の確保病床数は引き続き維持

コロナ確保病床 4.6万床確保（令和３年11月末時点） ➡ 最大5.1万床確保（令和４年12月時点）

※ 5.1万床には、臨時の医療施設・入院待機施設の定員約2.3千人分を含む。このほか臨時の医療施設等の最大確保定員は、約2.6千人分（計約4.9千人分）。

▶ 感染拡大期には時機に遅れることなく増床を進めるとともに、院内において新型コロナ患者が生じた場合の対応能力の向上を支援することにより、当該対応

能力を有する医療機関の増加を引き続き図る

・ 全ての都道府県で、管内の医療機関に新型コロナ感染対策ガイドや感染管理に資する参考資料等の周知を行ったことを確認。

・ 後方支援医療機関を約3.7千機関確保（令和４年４月時点：約3.5千機関）。全ての都道府県で高齢の患者のケアを意識した適切な療養環境の確保のため、発症

早期からの適切なリハビリテーションの提供について、取組事例等の周知を行ったことを確認。

▶ 通常医療との両立強化

・ 各医療機関の院内感染や職員の欠勤状況等を確認の上、実際に使える即応病床の調整や入院調整を実施し、コロナ医療と通常医療の両立を図る取組を確認。

・ 医療ひっ迫時に約2.7千の医療機関から、医師約2.1千人、看護師約４千人を派遣できる体制を確認。
（令和３年11月末時点：約2.3千医療機関 医師約3.2千人 看護師約3.1千人）

▶ 陽性判明後の健康観察について、高齢者・重症化リスクのある者に重点化しているが、特に高齢者施設等の療養者にも医療が行き届く体制とする

・ 健康観察・診療医療機関 約2.3万医療機関（令和４年４月22日時点） ➡ 約2.7万医療機関（令和４年12月時点）

・ 陽性判明後の自宅療養者等のフォローを行う 訪問看護ステーション：約2.8千（令和３年11月末：約1.4千） 薬局：約2.7万（令和３年11月末：約２万）

・ 宿泊療養施設の最大確保居室数は、約6.6万室（令和３年11月末時点：約6.6万室）

▶ 高齢者施設等に対する医療支援の平時からの強化

・ 感染制御・業務継続支援チームに所属している医療従事者・感染管理専門家の人数（チーム数）は、約4.6千（約170チーム）（令和４年４月時点：約3.6千）

・ 往診・派遣に協力する医療機関数は、約６千（令和４年５月時点：約3.2千）

陽性判明から療養先決定までの対応について

入院等の体制について

自宅療養者等及び高齢者施設等における療養者の健康観察・診療体制

第69回 厚生科学審議会感染症部会

令和5年１月23日 資料２
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障害者施設等に係る新型コロナウイルス感染症への主な対応①

新型コロナウイルス感染症の感染が拡大する状況にあっても、障害児者やその家族の日常生活を支えるため、施設・

事業所において感染拡大防止対策を徹底しつつ、障害福祉サービス等の提供を継続できるよう支援。

基本的な考え方

主な取組

(1 )施設・事業所における感染防止の徹底等

①日頃からの感染症対策の強化等

○感染症の発生及びまん延防止のための委員会の開催、指針や業務継続計画の整備、訓練の実施の義務付け

【令和3年度障害福祉サービス等報酬改定】*３年間(令和３年度～５年度）は努力義務

○感染予防・拡大防止対策に関するマニュアル、感染者等発生時の業務継続ガイドラインを作成・周知

②高齢者施設等（障害者支援施設を含む）への重点的な検査の実施
○すべての都道府県等において集中的実施計画を策定した上で、入所系の障害者施設等及び通所系・訪問系の障害福祉サービス事業所

について、集中的検査を実施することを要請。【令和４年９月12日事務連絡】

※ 集中的実施計画を作成し集中的検査を実施する場合は、抗原定性検査キットを国から無償配布。

③新型コロナワクチン接種に係る対応

○ 障害者支援施設等の入所者及び従事者へのワクチン接種について、実施方法等の基本的な考え方を市町村等に周知。

また、接種時等の合理的配慮について市町村等に依頼。【令和3年２月19日事務連絡ほか】

① 感染症が発生した場合の継続支援等【令和３年度予算：12億円、令和３年度補正予算：36億円、令和４年度補正予算：36億円】

○ 感染者・濃厚接触者が発生した施設・事業所について、都道府県等による事業継続支援に係る以下の経費等を補助

・サービス提供の継続に必要となる経費（施設等の消毒や清掃に要する費用等）

・当該施設・事業所と連携、協力する施設、事業所等にて必要となる経費

（利用者受入に必要となる人材確保のための職業紹介料、応援職員の派遣に必要となる旅費・宿泊料等）

(2 )感染発生時の対応の支援等
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障害者施設等に係る新型コロナウイルス感染症への主な対応②

主な取組

②都道府県における感染発生時の応援体制の構築【令和３年度予算:12億円、令和３年度補正予算:36億円、令和４年度補正予算:36億円】（再掲）

○平時から、都道府県が関係団体等と連携・調整し、障害福祉サービス施設・事業所等において感染者や濃厚接触者が発生した場合に、

地域の施設・事業所等による支援を行える体制の構築等を行うために必要な経費を支援。

③施設内療養を含む感染発生時の留意点等の周知徹底

○施設内療養を含む新型コロナウイルス感染症発生時の留意点及び支援策について、「今後の新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

備えた障害者支援施設等における対応について」（令和３年10月25日付け事務連絡）に整理し、周知。

さらに、令和４年１月21日付け事務連絡や令和４年４月11付け事務連絡においても、再度周知徹底。

④障害福祉サービス等事業所の人員基準等の臨時的な取扱い

○新型コロナウイルス感染症の影響により一時的に人員基準等を満たせなくなる場合、報酬の減額を行わないことや、休業等により、

利用者が感染をおそれて通所しない場合などにおいて、代替施設でのサービス提供や居宅への訪問、電話等でのできる限りの支援の提供

を行ったと市町村が認める場合は、通常と同額の報酬算定が可能。【事務連絡】

（３）その他

障害児者の入院時における支援者の付添いの受入れについて

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大時においても、特別なコミュニケーション支援が必要な障害児者の入院時における支援者の付添いの

受入れが可能であることを医療機関や障害福祉サービス事業所等に再周知【令和４年11月９日事務連絡】

※ この制度の再周知に加え、実際に支援者の付添いを受け入れている医療機関における対応例等を取りまとめた。
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